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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 （百万円） 69,130 115,343 123,838 111,433 125,108

経常利益 （百万円） 422 6,571 8,655 6,094 8,383

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 174 4,313 5,318 3,815 5,207

包括利益 （百万円） 669 4,822 6,023 4,786 5,687

純資産額 （百万円） 40,413 43,893 49,147 53,608 59,038

総資産額 （百万円） 66,145 71,099 75,455 77,140 86,975

１株当たり純資産額 （円） 4,255.95 4,649.01 5,240.76 5,663.62 6,137.67

１株当たり当期純利益金額 （円） 21.16 517.19 644.39 458.22 616.11

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 53.3 54.2 57.5 61.5 60.1

自己資本利益率 （％） 0.5 11.7 13.0 8.4 10.4

株価収益率 （倍） 197.07 7.39 6.75 8.67 6.18

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △5,398 6,280 3,243 3,698 5,312

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △7,372 △2,632 △2,539 △2,680 △2,321

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 10,213 △4,711 △553 △1,071 △279

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 1,735 679 1,030 981 3,696

従業員数 （人） 916 928 928 924 912

　（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 （百万円） 1,078 1,093 1,139 1,174 1,166

経常利益 （百万円） 920 504 530 556 542

当期純利益 （百万円） 754 741 348 396 442

資本金 （百万円） 2,756 2,756 2,756 2,756 2,756

発行済株式総数 （千株） 8,867 8,867 8,867 8,867 8,867

純資産額 （百万円） 15,571 15,170 14,911 15,325 15,407

総資産額 （百万円） 18,497 17,700 18,416 18,628 18,746

１株当たり純資産額 （円） 1,881.41 1,830.76 1,801.19 1,829.79 1,809.41

１株当たり配当額
（円）

60.00 70.00 70.00 70.00 90.00

（内１株当たり中間配当額） (30.00) (30.00) (30.00) (35.00) (45.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 91.69 88.88 42.23 47.59 52.34

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 84.2 85.7 81.0 82.3 82.2

自己資本利益率 （％） 4.9 4.8 2.3 2.6 2.9

株価収益率 （倍） 45.48 42.98 103.01 83.53 72.79

配当性向 （％） 65.43 78.75 165.72 147.09 171.95

従業員数 （人） － － － － －

株主総利回り （％） 143.9 134.4 154.8 144.4 141.8

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4)

最高株価 （円） 4,285 4,520 4,425 4,490 4,320

最低株価 （円） 2,532 2,812 3,790 3,375 2,884

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以前

については東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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２【沿革】

　当社株式会社ＣＫサンエツ（1963年７月１日設立、1990年12月13日に商号を北銅商事株式会社からサンエツ金属株

式会社に変更。その後、2011年10月１日に商号をサンエツ金属株式会社から変更。）は、1991年４月１日を合併期日

として、旧サンエツ金属株式会社（1937年12月25日設立）を吸収合併いたしました。この合併は、旧サンエツ金属株

式会社の株式の額面金額を変更することを目的としたものであります。

　合併前の当社の事業は合併後の会社に一切継承されておらず、また合併当時の当社は事業活動を停止しておりまし

たので、合併後の会社の実態は法律上消滅した旧サンエツ金属株式会社がそのまま存続しているのと同様の状態であ

ります。したがいまして以下の記載事項につきましては、特段の記載がない限り、実質上の存続会社である旧サンエ

ツ金属株式会社に関して記載しております。

1937年12月 伸銅品の製造、販売を目的として、東京府東京市江戸川区に資本金30万円をもって阪根伸銅株式会社

として設立される。

1943年12月 関東通信金属株式会社と商号を変更する。

1945年６月 東京大空襲に被災（３月）したため、工場復旧疎開命令により、現本店所在地の富山県高岡市に移転

し、本社工場とする。

1947年５月 三越金属工業株式会社に商号を変更する。

1971年２月 建設途中の砺波工場を売却する。（同工場は買主により、1971年６月に北陸金属工業株式会社として

設立される。）

1973年４月 日本工業規格JIS表示許可工場となる。

1980年３月 東京営業所（現東京支店）と大阪営業所（現大阪支店）を設立する。

1981年６月 会社更生手続開始。

1984年８月 会社更生手続終結。

1984年９月 北陸金属工業株式会社より黄銅棒事業の全部譲渡を受け、砺波工場とするとともに、商号をサンエツ

金属株式会社に変更する。

1985年８月 主原料の効率的購入のため富山県高岡市に100％子会社エスケー商事株式会社を設立する。

1988年12月 砺波工場の精密部品部門を分離独立させ、100％子会社株式会社サンエツ精工を設立する。

1991年１月 経営の効率化を図るため100％子会社エスケー商事株式会社を吸収合併する。

1991年４月 株式の額面を変更するため、サンエツ金属株式会社（旧北銅商事株式会社）と合併する。

1993年12月 名古屋証券取引所市場第二部に株式を上場する。

1994年12月 中国に、大連三越精密部件工業有限公司を設立する。

1995年２月 砺波工場に第二工場を増設し、間接押出機を導入、品質向上及び生産体制の強化を計る。

2000年４月 住友金属鉱山伸銅株式会社より黄銅棒、黄銅線の事業を譲り受ける。

2002年10月 黄銅素材から精密部品までを一元管理するため、株式会社サンエツ精工を吸収合併する。

2003年８月 品質に関する国際規格ISO9001の認証を取得する。

2005年１月 中国に、三越金属(上海）有限公司（現・連結子会社）を設立する。

2005年４月 環境に関する国際規格ISO14001の認証を取得する。

2007年10月 新日東金属株式会社より黄銅棒・部品加工の事業を譲り受ける。

2011年４月 シーケー金属株式会社（現・連結子会社）の株式を取得する。

2011年10月 商号を株式会社ＣＫサンエツに変更すると同時に、当社を純粋持株会社に移行し、新たに新設分割方

式の会社分割により、サンエツ金属株式会社（現・連結子会社）を設立する。

2011年12月

2012年12月

 

2013年６月

 

2013年９月

 

2013年11月

2014年４月

株式会社リケンとの合弁で、株式会社リケンＣＫＪＶ（現・連結子会社）を設立する。

古河電気工業株式会社と銅合金線製造設備の一部譲り受けに合意し、サンエツ金属株式会社高岡工場

に順次移設する。

日立ケーブルプレシジョン株式会社からめっき線の事業を譲り受け、サンエツ金属株式会社日立工場

とする。

シーケー金属株式会社がＪＸ金属黒部ガルバ株式会社より溶融亜鉛加工設備ならびに付帯する資産等

を譲り受ける。

サンエツ金属株式会社高岡工場が自動車業界の品質に関する国際規格ISO/TS16949の認証を取得する。

サンエツ金属株式会社が日本伸銅株式会社と伸銅事業に関する業務提携契約を締結する。

2015年１月

2015年３月

台湾三越股份有限公司（現・連結子会社）を設立する。

日本伸銅株式会社に対する株式公開買付けを実施し、同社を連結子会社とする。

2015年３月

2015年７月

2017年３月

2018年１月

2018年３月

2018年５月

2018年11月

2020年４月

2021年１月

2021年３月

 

2022年４月

2025年４月

大連三越精密部件工業有限公司への出資持分の全部を譲渡する。

日本伸銅株式会社が大阪黄銅株式会社を吸収合併する。

東京証券取引所市場第二部に上場。

株式会社サンエツ商事を設立する。

東京証券取引所市場第一部に上場。

株式会社日伸地金を設立する。

株式会社サンエツ商事が株式会社ヤシマを吸収合併する。

オキノ工業株式会社の株式を取得し、子会社とする。

日立アロイ株式会社から黄銅棒事業と加工品事業と黄銅線製造設備を譲り受ける。

日立金属株式会社から同社桶川工場の銅合金事業を譲り受け、日立金属商事株式会社から同事業の営

業権を譲り受ける。

東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行。

三谷伸銅株式会社の株式を取得し、同社を連結子会社とする。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社（株式会社ＣＫサンエツ）、子会社14社により構成されており、伸銅・精密部品・配管・鍍

金及びこれらに付帯する事業を行っております。

　伸銅事業では、黄銅の棒と線とめっき線を生産しています。これらの伸銅品は、自動車や家電製品や水栓金具等の

素材として、広範に使用されています。鉛やカドミウムなどの環境負荷物質を使用しない環境対応合金を実用化し、

多数の特許を取得しています。生産拠点は、サンエツ金属株式会社の砺波工場、高岡事業所及び新日東工場、日本伸

銅株式会社の堺工場並びに三谷伸銅株式会社の本社工場です。

　精密部品事業では、黄銅製のカメラマウント（デジタル一眼レフカメラの本体とレンズの着脱部品）やシンクロリ

ング（自動車のマニュアルトランスミッションに使用されるシンクロナイザーリングの部品）や水栓金具等の鍛造加

工や切削加工を行っています。生産拠点は、富山県砺波市にあるサンエツ金属株式会社のプレシジョン工場です。

　配管・鍍金事業では、水道やガスの配管に使用される継手の生産を行っています。ダイオキシンなどの環境負荷物

質の発生する恐れがある塩化ビニールを一切使用しない脱塩ビ継手を実用化するなど、新製品の開発に注力し、多数

の特許を取得しています。施工性に優れた透明被覆継手は、グッドデザイン賞を受賞しました。生産拠点は、富山県

高岡市にある株式会社リケンＣＫＪＶです。また、鋼材の防錆処理として、鉛やカドミウムなどの環境負荷物質を一

切使用しない環境対応鍍金を実用化し、「CKeめっきスーパー」のブランドで生産しています。「CKeめっきスー

パー」は、ＮＥＴＩＳ（国土交通省新技術情報提供システム）に登録された特許技術です。生産拠点は、富山県高岡

市にあるシーケー金属株式会社です。

　なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断すること

となります。

　事業内容と当社及びグループの当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。

 

　次の３部門は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」

に掲げるセグメントの区分と同一であります。

区分 主要製品 会社

伸銅 黄銅棒・黄銅線・黄銅管

サンエツ金属株式会社

日本伸銅株式会社

三谷伸銅株式会社

新キタミ株式会社

株式会社サンエツ商事

三越金属（上海）有限公司

台湾三越股份有限公司

精密部品 カメラマウント・シンクロリング サンエツ金属株式会社

配管・鍍金 配管機器・溶融亜鉛鍍金
シーケー金属株式会社

株式会社リケンＣＫＪＶ
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　事業の系統図は次のとおりであります。

〇連結子会社、※非連結子会社

　製造・販売会社　サンエツ金属株式会社、日本伸銅株式会社、三谷伸銅株式会社、新キタミ株式会社、シーケー金属株式会社、

　　　　　　　　　株式会社リケンＣＫＪＶ、オキノ工業株式会社、三星工業株式会社

　販売会社　　　　三越金属（上海）有限公司、台湾三越股份有限公司、株式会社サンエツ商事、株式会社日伸地金、

　　　　　　　　　株式会社ＣＫトレーディング

　その他　　　　　有限会社シーエス保険サービス
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業内容

議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

連結子会社      

サンエツ金属

株式会社

（注）２．４

富山県砺波市 301 伸銅、精密部品 100.0

経営のサポート、資金の

貸付、事務所・工場の賃

貸等

役員の兼任あり

シーケー金属

株式会社（注）２
富山県高岡市 176 配管・鍍金 89.0

経営のサポート

役員の兼任あり

日本伸銅株式会社

（注）２.３.５

大阪府堺市

堺区
1,595 伸銅 55.5

経営のサポート

役員の兼任あり

株式会社

サンエツ商事
富山県高岡市 20 伸銅 100.0

経営のサポート

役員の兼任あり

三越金属（上海）

有限公司
中国上海市 23 伸銅 100.0

経営のサポート

役員の兼任あり

台湾三越股份

有限公司
台湾台北市 10 伸銅 100.0

経営のサポート

役員の兼任あり

その他１社      

（注）１．「主要な事業内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

　　　２．特定子会社に該当しております。

３．有価証券報告書の提出会社であります。

４．サンエツ金属株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

　　主要な損益情報等　　(1) 売上高　　　 87,825百万円

　　　　　　　　　　　　(2) 経常利益　　　4,008百万円

　　　　　　　　　　　　(3) 当期純利益　　2,762百万円

　　　　　　　　　　　　(4) 純資産額　　 26,941百万円

　　　　　　　　　　　　(5) 総資産額　　 45,837百万円

５．日本伸銅株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えておりますが、当該連結子会社は、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等

の記載を省略しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2025年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

伸銅 489

精密部品 99

配管・鍍金 324

合計 912

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるので記載を省略しており

ます。

２．従業員数には、当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出向者を

含んでおります。

 

(2）提出会社の状況

　2025年３月31日現在、従業員はおりません。

（注）当社は純粋持株会社であり、管理・経理事務処理業務等に関してはサンエツ金属株式会社及びシーケー金属株

式会社に委託しております。

 

　グループ会社の平均年間給与は以下のとおりであります。

（単位：千円）

サンエツ金属株式会社 6,985

日本伸銅株式会社 7,151

シーケー金属株式会社 7,170

株式会社リケンＣＫＪＶ 7,039

合計 7,038

 

(3）男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

 
男性労働者の育児
休業取得率（％）
（注）１．

労働者の男女の賃金の差異（％）（注）２．

全労働者 うち正規雇用労働者
うちパート・有期労
働者

サンエツ金属株式会社 13.3 64.3 71.9 42.8

日本伸銅株式会社 － 74.3 75.3 －

シーケー金属株式会社 － 74.9 75.1 129.0

株式会社リケンＣＫＪＶ － 69.7 79.1 19.7

　（注）１．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

　　　　２．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

　　　　３．男女の賃金の差異については、男性の賃金に対する女性の賃金の割合を示しております。なお、同一労働の

賃金に差はなく、役職別人数構成の差によるものであります。出向者は、出向先の従業員として集計してお

ります。

４．上記の連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定

による公表義務の対象ではないため、管理職に占める女性労働者の割合の記載を省略しております。

５．その他の連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定による公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。

(4）労働組合の状況

　当社グループでは、労働組合は結成されておりません。

　なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりです。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

　当社グループは、2011年10月に純粋持株会社体制へ移行しました。当社は、傘下に事業会社であるサンエツ金属株

式会社、日本伸銅株式会社及びシーケー金属株式会社を持つ持株会社です。経営理念として、①良いものだけを、安

く、早く、たくさん生産することで、社会に貢献します。②努力するに値するプロの仕事と、努力して働くほど報わ

れる働きがいのある職場を提供することで、社会に貢献します。③期待され、期待に応え、期待を超えるため、弛み

ない努力を重ねます。を掲げ、『地味だけど凄い価値の創造』を目指しております。

　当社グループの主力事業である「伸銅事業」と「配管・鍍金事業」は、いずれも国内市場が成熟し、今後とも需要

が漸減するものと推測されています。当社グループといたしましては、新製品の開発による市場開拓と、Ｍ＆Ａによ

る事業拡張に注力することで、企業価値の向上に努めます。

　伸銅事業では、新素材の開発と、特殊材の品揃えに注力します。また、スケールメリットを追求するだけでなく、

トップシェアにふさわしいブランドイメージの形成による差別優位化を目指します。さらに、当社完全子会社である

サンエツ金属株式会社と連結子会社日本伸銅株式会社との伸銅事業におけるシナジーを追求します。

　配管・鍍金事業では、株式会社リケンと配管機器の開発・生産拠点を統合したことによる相乗効果を追求し、ま

た、溶融亜鉛鍍金における新技術を開発・実用化することで差別優位化を推進します。

　当社グループの経営状況を判断するための客観的な指標は経常利益です。伸銅事業の業績は、主要原材料である銅

の相場の影響を受けて、営業利益が変動するリスクをヘッジするためのデリバティブ取引を行うことで経常利益段階

での利益を安定化させているためです。2026年3月期の経常利益の目標は75億円としております。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

 

(1）ガバナンス

　当社グループでは、サステナビリティ経営をグループ全社で推進すべく、サステナビリティ課題への対応方針等

について、毎月開催される「グループ経営会議」で協議・決定しています。また、各事業子会社において半期に一

度開催される「ISOマネジメントレビュー」においては、「グループ経営会議」で協議・決定された環境課題への

対応方針等を共有し、環境課題に対する実行計画を策定し、その進捗をモニタリングしています。

　取締役会は、「グループ経営会議」で協議・決定された内容の報告を受け、当社グループのサステナビリティ課

題への取組についての監督を行っています。

 

(2）リスク管理

　当社グループでは、各事業子会社の各部門長が、年１回、サステナビリティ課題等に係るリスク管理状況を評価

し、影響度が大きいと分析されたリスク等が、内部統制マニュアルに定められた事由に該当する場合には、リスク

項目及び管理方法の見直しを行ったうえで、リスク管理責任者である監査・規格管理室長に報告しています。監

査・規格管理室長は、全社リスクを統合・評価し、「グループ経営会議」の議長である代表取締役社長に報告して

います。

　当社グループでは、上記プロセスを経て、特に重要と評価された環境課題について、取締役会による監督体制の

下、当社グループにおける企業リスクの一つとして、戦略に反映し、対応しています。

 

(3）戦略

　当社グループは経営理念の一つである「努力するに値するプロの仕事と、努力して働くほど報われる働きがいの

ある職場を提供することで、社会に貢献します。」に基づき、性別・年齢・国籍等にかかわらず、すべての社員に

対して働きがいのある職場を提供すべく、以下の人材育成方針及び社内環境整備方針を掲げて具体的取組を行って

います。

 

■人材育成方針

　「人事申告制度」により、やる気のある社員に対しては、各種プロジェクトへの参画等、多様な仕事を経験さ

せ、活力を生み出す適材適所の人材配置を行っています。また、社員の成長を促進すべく各種の研修会を開催

し、通信講座を開講することで、充実した教育機会を提供しています。さらに、各人のライフステージに応じた

働き方を社員が選択する「働き方選択制度」を完備しています。

 

■社内環境整備方針

　社員一人ひとりが働きがいを感じ、成長意欲を高く持ち続けるには、仕事を通じた成功体験の積み重ねにより、

成長を実感することが大切ですが、それには安心して健康的に働ける職場環境が必要だと考えています。そのた

め、当社グループでは、「夜勤レス」を推進することで、働きやすい職場環境を提供しています。

 

(4）指標及び目標

　環境課題への対応として、伸銅事業においては鉛やカドミウム等、環境負荷物質を制限した環境対応材を開発し

拡販に注力しており、2025年3月期の伸銅事業の製品販売量に占める環境対応材の比率は49.0％となっています。

配管・鍍金事業では、環境負荷物質を一切使用していない「CKeめっきスーパー」を開発し、当社グループの溶融

亜鉛鍍金加工重量に占める比率は100％となっています。

　また、伸銅事業では、CO2排出量が圧倒的に少ないリサイクル原料の使用比率を高めるべく、原料仕入先各社と

の良好な関係の構築に取り組んでおり、2025年3月期において外部購入原料に占めるリサイクル原料の比率は

96.1％となっています。

　当社グループは、M&Aによる業容の拡大を図る一方で、省エネコンサルタントからの指導により得られたノウハ

ウを各事業子会社間で共有する等、継続的に省エネ対策に取り組んでいます。2025年3月期のCO2排出量（Scope1、

Scope2）は、86,170t-CO2となり、2014年3月期比で13.8％減少しています。
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　また、当社グループでは、上記「(3)戦略」において記載した、人材育成方針及び社内環境整備方針について、

次の指標を用いております。当該指標に関する目標及び実績は、次のとおりであります。

 

指標 目標 実績（当連結会計年度）

人事希望等成就率 2/3以上 68.7％

有給休暇取得率 75％以上 80.8％

夜勤率 10％以下 1.9％

休業災害発生件数 0件 0件

通信教育受講者割合 70％以上 61.6％

通信教育修了率 90％以上 96.7％
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事

項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 

(1) 材料価格変動のリスク

当社グループは、国際相場商品である銅や亜鉛を主原料としております。銅や亜鉛の相場が乱高下する場合、保

有原料や工程内仕掛品などの棚卸資産等に含み益や含み損が発生する可能性があります。また、投機資金による銅

や亜鉛の買占め等が行われた場合、原料不足による生産障害が発生する可能性があります。さらに、原料価格が高

騰し続けた場合、販売先において黄銅以外の代替材への材質変更が行われ、黄銅製の棒・線・めっき線・精密部品

の需要が減少する可能性があります。そのため、主原料である銅と亜鉛に関しては、原料相場の変動に備えたリス

クヘッジのためのデリバティブ取引を締結することで、当該リスクを緩和する対応を講じております。

(2) 電力供給不安のリスク

当社グループは、電気炉を使用して、銅と亜鉛を溶解することで黄銅合金を製造しております。国内の電力供給

事情が悪化し、十分な電力を確保することが困難な事態が生じた場合、生産障害が発生する可能性があります。当

該リスクが顕在化する程度や時期を予測することは困難でありますが、当該リスクが顕在化した場合、電力供給事

情が悪化していないグループ内の他工場で代替生産する対応を想定しております。

(3) 海外事業拠点のリスク

当社グループは、中国、台湾に現地法人を設立して、伸銅事業などを展開しております。各国の政治当局は、当

社グループがその地でビジネスを展開することに対し、経済的、法的または別の面で困難な状況を生み出したり、

実践的でないものにしたり、不可能にしたりする規則や制限を課す可能性があります。当該リスクに対応するため

に、当社の管理統括部や監査・規格管理室は、海外子会社とコミュニケーションをとることで、問題を早期発見

し、是正する体制としています。

(4) 取引先の経営破綻による債権回収のリスク

当社グループでは、主要な取引先について、信用状況を適宜確認するとともに、必要と判断した先については、

リスク回避のために、取引信用保険を付保するなどしておりますが、取引先が経営破綻した場合には、売上債権の

全額又は一部を回収できなくなるおそれがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 自然災害・事故等のリスク

当社グループは、工場等における安全対策を徹底して実施しておりますが、大規模地震・自然災害・事故等が発

生し、当社グループの工場設備や社員に被害が生じた場合や、サプライチェーンの分断が起きた場合には、業績に

影響を与える可能性があります。当社グループでは、これらの事象の顕在化に備え、事業継続計画（ＢＣＰ）を策

定し、自然災害・事故等が起きていないグループ内の他工場での代替生産を可能とする体制の構築と調達先の複数

化によるサプライチェーン強化に取り組んでおります。

(6) 製品クレームによるリスク

当社グループは、各種の規格、品質管理基準に従って製品を生産し、需要家のニーズに応えるべく、品質の維

持・向上に万全を期しておりますが、製品に欠陥が生じ、製造物賠償責任等に伴う費用が発生する場合がありま

す。

(7) 知的財産権を侵害するリスク

当社グループでは、現在の事業活動及び将来の事業展開に有用な知的財産権の取得に努める一方、第三者の知的

財産権や事業状況の調査を行い問題の発生の防止を図っています。しかしながら、第三者から知的財産に関する訴

訟等を提起されたり、第三者が当社グループの知的財産権を侵害したりする可能性は皆無とはいえず、この場合、

当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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(8) Ｍ＆Ａ及び事業提携において見込んだ効果を得られないリスク

当社グループは、過去において、Ｍ＆Ａ及び事業提携を有効に活用し、事業基盤を拡大、強化してきました。今

後も、グループの事業拡大を加速する有効な手段のひとつとして、Ｍ＆Ａ及び事業提携を検討していく方針です。

Ｍ＆Ａ及び業務提携の実施の際には、今後も十分な情報収集と検討を行っていきますが、予期し得ない経済情勢、

環境変化等により、当初意図した成果が得られない可能性があります。

(9) 環境問題に関する費用の発生リスク

当社グループでは、環境規制等に即した資材の使用、製造環境の維持に努めておりますが、将来、環境規制等が

改正され、新たな浄化対策、除去対策に関わる費用が必要となる場合があります。また、生産活動の過程において

は、廃棄物、副産物等が発生しております。当社グループは、法規制を遵守し、的確な対応を行なっております

が、関連法規制の強化によって業績に影響が及ぶ可能性があります。

(10) 設備投資に関するリスク

現状、大規模な設備投資は予定しておりませんが、今後、大規模な設備投資を行うことによる減価償却費の増加

や、市況や事業環境の悪化によって、当社グループが保有する資産の市場価格が著しく低下する場合や、資産から

生み出される収益力が低下する場合には、当該資産について減損損失が発生する可能性があり、当社グループの業

績や財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。

(11) 紛争及び訴訟に関するリスク

当社グループは、有価証券報告書提出日現在において、業績に重大な影響を与える訴訟・紛争には関与しており

ません。しかしながら、様々な事由により、今後直接又は間接的に何らかの訴訟・紛争に関与することとなる可能

性は否定できず、かかる事態となった場合、その経過又は結果によっては、当社グループの業績及び社会的信用に

影響を及ぼす可能性があります。

(12) 法的規制を受けるリスク

当社グループは、環境保全を中心とした法的規制の遵守が経営の重要課題であると認識し、厳格な管理を徹底し

つつ事業活動を行っております。しかしながら、今後、環境関連法をはじめ、当社グループの事業に関連する様々

な法的規制の強化または社会的責任の要請等に起因して事業活動に制約を受けるような事象が顕在化した場合に

は、環境対策費用や計画外の設備投資等のための追加負担が生じることとなり、当社グループの業績に影響が生じ

る可能性があります。

(13) 経済環境に関するリスク

当社グループの製品は広範囲な産業分野で使用されておりますが、経済状況の変化及び当社グループが販売して

いる製品の需要分野の動向が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(14) 代替製品の開発によるリスク

当社グループの主力製品である伸銅品は、優れた電気特性、伝熱特性、耐食性を兼ね備えることから、多種多様

な用途に用いられておりますが、アルミニウムやステンレス、樹脂等の他の素材とは競合関係にあります。予期し

得ない代替製品の登場により、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

(15) 人材の確保と育成に関するリスク

当社グループの将来にわたる継続的な成長と発展のためには、優秀な人材の確保と育成が必要であると認識して

おります。必要とされる人材の採用、育成が計画どおりに進まない場合は、当社グループの業績に悪影響を与える

可能性があります。

(16) パンデミック発生に関するリスク

新型コロナウイルス感染症は落ち着きを見せておりますが、新たなウイルス等の発生により大規模なパンデミッ

クが生じ、当社グループ内において集団感染が発生した場合は、生産障害が発生する可能性があります。このよう

な事態が発生した場合は、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績等の状況の概要

①業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、為替が円安だったため、外国人観光客によるインバウンド需要は回復し

ましたが、食品や原材料の輸入価格が上がり、消費者物価が上昇しました。また、採用競争が激化したため、賃金

が上昇しました。当社グループ（当社及び連結子会社）の主要原材料で国際相場商品の銅の建値は、2024年５月21

日に175万円/ｔの最高値を記録しました。

　このような経営環境の下、連結子会社の株式会社リケンＣＫＪＶは、生産性向上のため、継手工場に無人フォー

クリフト（ＡＧＦ）９台を導入しました。

　当社グループの連結経営成績は、銅相場が高値圏で推移したため、売上高は1,251億８百万円（前年同期比12.3％

増加）となり、営業利益は102億63百万円（同29.4％増加）となりました。営業外費用として、デリバティブ損失が

21億76百万円、デリバティブ評価損が２億83百万円発生したため、経常利益は83億83百万円（同37.6％増加）とな

り、親会社株主に帰属する当期純利益は52億７百万円（同36.5％増加）となりました。

 

　各セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

伸銅

　伸銅事業では、販売量は８万9,884トン（前年同期比0.6％減少）、売上高は1,064億７百万円（同13.7％増加）

となり、セグメント損益は70億89百万円のセグメント利益（同41.2％増加）となりました。

 

精密部品

　精密部品事業では、売上高は56億38百万円（前年同期比4.3％増加）となり、セグメント損益は６億24百万円の

セグメント利益（同37.8％増加）となりました。

 

配管・鍍金

　配管・鍍金事業では、売上高は130億61百万円（前年同期比4.7％増加）となり、セグメント損益は22億９百万円

のセグメント利益（同3.4％増加）となりました。

 

②キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ27億15百万

円増加し、当連結会計年度末には36億96百万円となりました。

 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は53億12百万円（前年同期比16億13百万円収入の増加）となりました。これは主

に、棚卸資産の増加48億46百万円、法人税等の支払14億39百万円等があったものの、税金等調整前当期純利益が

83億82百万円、減価償却費19億42百万円、売上債権の減少12億85百万円等があったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は23億21百万円（前年同期比３億58百万円支出の減少）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出が22億96百万円であったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は２億79百万円（前年同期比７億91百万円支出の減少）となりました。これは主

に、短期借入金の増加額が４億円、自己株式の処分による収入３億76百万円等があったものの、長期借入金の返

済による支出３億39百万円、配当金の支払７億６百万円等があったことによるものです。
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③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年増減率（％）

伸銅 110,978 13.6

精密部品 5,571 5.8

配管・鍍金 8,746 2.8

合計 125,296 12.4

　（注）金額は製造原価によっており、セグメント間の内部振替前の数字によっております。

 

ｂ．受注実績

　当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年増減率（％） 受注残高（百万円） 前年増減率（％）

伸銅 107,464 16.2 8,122 14.9

精密部品 5,704 9.3 775 9.3

合計 113,169 15.9 8,898 14.4

　（注）配管・鍍金事業は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

 

ｃ．販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年増減率（％）

伸銅 106,407 13.7

精密部品 5,638 4.3

配管・鍍金 13,061 4.7

合計 125,108 12.3

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

東泉産業株式会社 15,815 14.2 18,378 14.7
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(2)経営者の視点による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する認識及び分析・検

討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する分析・検討内容

 

　　（経営成績に関する分析）

（単位：百万円）

 売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属す

る当期純利益

2025年３月期 125,108 10,263 8,383 5,207

2024年３月期 111,433 7,929 6,094 3,815

増減

（増減率％）

13,675

（12.3）

2,333

（29.4）

2,288

（37.6）

1,391

（36.5）

　売上高は、伸銅事業の販売数量が前年同期比0.6％減少したものの、銅相場が高値圏で推移したため、1,251億８

百万円（前年同期比12.3％増加）となり、営業利益は、102億63百万円（同29.4％増加）となりました。銅や亜鉛の

相場変動によって生じる損益への影響を打ち消すために行っているデリバティブ取引による営業外費用が発生した

ことから、経常利益は83億83百万円（同37.6％増加）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、52億７百万円

（同36.5％増加）となりました。

 

　なお、経常利益の主な増減要因は次のとおりであります。
 

数量・構成 7.0億円

相場差損益 15.5億円

減価償却費 1.1億円

その他 △0.6億円

 

　　（財政状態に関する分析）

（資産）

　当連結会計年度末における流動資産は629億61百万円となり、前連結会計年度末に比べ73億24百万円増加しまし

た。これは主に現金及び預金が27億15百万円、棚卸資産が48億69百万円増加したこと等によるものであります。固定

資産は240億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億10百万円増加しました。この結果、資産合計は869億75百

万円となり、前連結会計年度末に比べ98億34百万円増加しました。

（負債）

　当連結会計年度末における流動負債は250億21百万円となり、前連結会計年度末に比べ46億80百万円増加しまし

た。これは主に支払手形及び買掛金が９億23百万円、短期借入金が９億円、未払法人税等が13億53百万円、設備関係

支払手形が17億94百万円増加したことによるものであります。固定負債は29億15百万円となり、前連結会計年度末に

比べ２億76百万円減少しました。この結果、負債合計は279億36百万円となり、前連結会計年度末に比べ44億４百万

円増加しました。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産合計は590億38百万円となり、前連結会計年度末に比べ54億30百万円増加しまし

た。これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益52億７百万円によるものであります。この結果、自己資本比率は

60.1％（前連結会計年度末は61.5％）となりました。

 

　　（当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因）

　当社グループは、国際相場商品である銅や亜鉛を主要原材料として使用しています。このため、銅や亜鉛の相場が

下がり局面にある場合は、保有原材料や工程内仕掛品などの棚卸資産等に含み損益が発生するため、棚卸資産評価損

益の計上を必要としたり、製品販売価格が乱高下して売上高が増減したりする可能性があります。
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（戦略的現状と見通し）

　当社グループは、市場が成熟したり縮小したりしている分野では、Ｍ＆Ａなどによる業容の維持拡大と、新製品の

開発による市場開拓に努めて参りました。今後とも引き続き、Ｍ＆Ａと製品開発に注力して参ります。

 

（経営者の問題認識と今後の方針について）

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう努めてい

ますが、資源エネルギー価格が高騰し、各種購買品の仕入価格が上昇しています。コストアップ分を適切に製品価格

へ転嫁すると同時に、より一層、新製品の開発と新市場の開拓に注力して行く所存です。

 

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　キャッシュ・フローの状況につきましては、「業績等の概要」に記載のとおりであります。また、当社グループの

資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より16億13百万円多い53億12百万円の資金を

獲得しました。これは主に、棚卸資産の増加48億46百万円、法人税等の支払14億39百万円等があったものの、税金等

調整前当期純利益が83億82百万円、減価償却費19億42百万円、売上債権の減少12億85百万円等があったことによるも

のです。

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、主に有形固定資産の取得により、23億21百万円の資金を支出しました。

　また、財務活動によるキャッシュ・フローでは、主に配当金の支払いと長期借入金の返済により、２億79百万円の

資金を支出しました。

　営業活動によるキャッシュ・フローで53億12百万円の資金を獲得し、投資活動によるキャッシュ・フローでの23億

21百万円の資金支出と財務活動によるキャッシュ・フローで２億79百万円の資金支出を賄ったことになります。ただ

し、今後も継続的な設備投資が見込まれることや、Ｍ＆Ａによる資金が必要になる可能性もあること、原料相場が上

昇した場合には運転資金の確保がさらに必要になることなども考えられます。これらの影響によって、資金需要が増

加する際には、内部留保資金に加え、取引金融機関からの借入により資金調達をすることになりますが、当社グルー

プの自己資本比率は60.1％であり、十分な資金調達余力を保有しているものと考えております。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、第５経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載のとおり

であります。

 

５【重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、銅合金の生産性、性能特性を向上させるための製造方法の開発、配管時

の施工性を向上させた継手の開発、配管材を加工する装置開発、Pbを含有する溶融亜鉛めっきとの差別化技術の開発

などに注力して参りました。当連結会計年度における各セグメント別の研究開発費は次のとおりであり、研究開発費

の総額は123百万円であります。

(1) 伸銅

　銅合金に関する研究開発費は49百万円でした。

(2) 精密部品

　該当事項はありません。

(3) 配管・鍍金

　配管事業に関する研究開発費は68百万円、鍍金事業に関する研究開発費は５百万円でした。

 

EDINET提出書類

株式会社ＣＫサンエツ(E01321)

有価証券報告書

 17/104



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）では、競争力の一層の強化を目的として、当連結会計年度で4,350百万円の

設備投資を実施いたしました。

伸銅事業においては、サンエツ金属株式会社砺波工場の第４工場の建築などに、3,491百万円の設備投資を実施し

ました。

精密部品事業においては、サンエツ金属株式会社プレシジョン工場における加工ライン等の増設などに、153百万

円の設備投資を実施しました。

配管・鍍金事業においては、株式会社リケンＣＫＪＶの無人フォークリフト（ＡＧＦ）の導入や自動注湯機の増設

などに、705百万円の設備投資を実施しました。

所要資金についてはいずれの投資も主に自己資金を充当し、新たな社債の発行等のファイナンスは行っておりませ

ん。

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

2025年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本社他

（富山県高岡市他）

（注）４

伸銅

精密部品

配管・鍍金

工場、厚生棟 1,333 0
3,014

(263,339)
0 4,347 －

 

(2）国内会社

2025年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
（面積㎡）

その他 合計

サンエツ金属㈱

高岡事業所

（富山県高岡市）
伸銅

黄銅線・棒生

産設備
1,508 716

14

（48,419）

〔47,225〕

54 2,292 124

砺波事業所

（富山県砺波市）

伸銅

精密部品

黄銅棒・管生

産設備

鍛造・切削部

品生産設備

3,053 1,045

578

（225,630）

〔146,555〕

313 4,990 286

新日東工場

（茨城県石岡市）
伸銅

黄銅棒生産設

備
135 364

－

（69,558）

〔69,558〕

66 566 79

シーケー金属㈱
本社工場

（富山県高岡市）

配管・鍍

金
鍍金生産設備 3,242 187

1,659

（110,250）
33 5,123 117

㈱リケンＣＫ

ＪＶ

本社工場

（富山県高岡市）

配管・鍍

金

配管機器

生産設備
179 880 －

 
295 1,355 207

日本伸銅㈱

本社工場

（大阪府堺市堺区）
伸銅

黄銅棒等

生産設備
113 145

1,990

（37,385）
16 2,265 72

本社

（大阪府堺市堺区）
伸銅

その他

設備
13 0 － 2 15 5

大阪黄銅カンパニー

（大阪府大阪市東成区）
伸銅

物流

倉庫等
111 0

87

（668）
1 200 15
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(3）在外子会社

2025年３月31日現在
 

会社名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

三越金属（上海）有限公司

（中国上海市）
伸銅 電気設備 － 0 － 1 1 5

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具・器具・備品・建設仮勘定及び無形固定資産の合計であります。

２．上記中［　］は賃借中のものを内数で表示しております。

３．現在休止中の主要な設備はありません。

４．提出会社の本社他の建物及び構築物、土地は、全て連結子会社であるサンエツ金属(株)、シーケー金属

　（株）、(株)リケンＣＫＪＶに貸与中であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、今後の需要予測、生産計画、利益に対する投資割合

等を総合的に勘案して計画しております。設備計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、グルー

プ全体で重複投資とならないよう、提出会社を中心に調整を図っております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画等は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

（所在地）
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

サンエツ金属㈱
高岡事業所

（富山県高岡市）
伸銅 皮むき伸線機 152 － 自己資金

2025年

10月

 

2025年

10月

 

－

㈱リケンＣＫ

ＪＶ

 

継手工場

（富山県高岡市）
配管・鍍金 自動注湯機 95 － 自己資金

2025年

８月

 

2025年

８月

 

－

 

(2）重要な改修

　該当事項はありません。

(3）重要な除却・売却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,600,000

計 29,600,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年６月25日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 8,867,000 8,867,000
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 8,867,000 8,867,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万円)

資本準備金残
高（百万円）

2011年5月26日

（注）
964,000 8,867,000 369 2,756 368 2,671

　（注）有償第三者割当

　発行価格　　765円

　資本組入額　383円

　主な割当先　釣谷宏行、伊勢晴之、渡信行、川崎駿一、他12名
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（５）【所有者別状況】

       2025年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 13 24 222 37 14 6,498 6,808 －

所有株式数

（単元）
－ 17,080 767 24,918 1,010 14 44,848 88,637 3,300

所有株式数の

割合（％）
－ 19.27 0.87 28.11 1.14 0.01 50.60 100.00 －

（注）１．自己株式35,596株は「個人その他」に355単元、「単元未満株式の状況」に96株含めて記載しております。

　　　２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、20単元含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ＣＫサンエツ取引先持株会 富山県高岡市守護町２丁目12番１号 973 11.02

ＣＫサンエツ従業員持株会 富山県高岡市守護町２丁目12番１号 571 6.47

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン

ターシティＡＩＲ
412 4.67

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 377 4.28

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２番26号 370 4.19

株式会社ツリヤ経営 富山県高岡市末広町２番32号 281 3.18

株式会社北國銀行 石川県金沢市広岡２丁目12番６号 247 2.80

富源商事株式会社 富山県高岡市昭和町３丁目３番10号 204 2.32

株式会社リケン 東京都千代田区三番町８番１号 194 2.21

東泉産業株式会社 静岡県静岡市葵区流通センター12番５号 193 2.19

計 － 3,826 43.32

（注）株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち、「役員向け株式交付信託」に係る株式数は309千

株、「従業員持株会信託型ESOP」に係る株式数は６千株であります。なお、当該株式は自己株式として処理してお

ります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 35,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,828,200 88,282 －

単元未満株式 普通株式 3,300 － －

発行済株式総数  8,867,000 － －

総株主の議決権  － 88,282 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄のうち、315,900株（議決権の数3,159個）は、「従業員持株会信託型

ESOP」及び「役員向け株式交付信託」を導入したことに伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有

しているものであります。

 

②【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ＣＫサンエツ

富山県高岡市守護町二

丁目12番１号
35,500 － 35,500 0.40

計 － 35,500 － 35,500 0.40
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（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

　　１．取締役に対する株式報酬制度

　　①概要

　　　当社は、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみなら

ず株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有することで当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢

献意欲を高めることを目的として、株式報酬制度の導入に関する議案を2016年６月23日開催の平成27年度定時株主

総会に上程し、同株主総会では、2017年３月末に終了する事業年度から2021年３月末に終了する事業年度までの５

事業年度を対象とする取締役に対する報酬として承認可決され、2016年８月26日付で信託を設定して（以下、「本

信託」）株式報酬制度を運用してまいりました。2021年６月22日開催の2020年度定時株主総会にて、本信託の信託

期間を延長するとともに、株式報酬制度の内容を一部変更した上で継続することについての議案を上程し、承認可

決されました。

　　　本制度は、本信託が当社株式を取得し、当社取締役会で定める株式交付規程に従って各取締役に付与されるポイ

ントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付されるという株式報酬制度です。取締役

が当社株式の交付を受ける時期は、原則として退任時とします。

（注）当社子会社の株式報酬制度についても、本信託が当社株式の取得を行い、各社における当該制度の定めに従っ

て当社子会社にてポイントを算出、付与し、本信託を通じて当社株式の交付を行います。なお、当社子会社各社

が自社の株式報酬制度の対象者に交付するのに必要な資金相当額については、各社が拠出し、当社があわせて信

託します。

 

・名称：役員向け株式交付信託

・委託者：当社

・受託者：三井住友信託銀行株式会社

・受益者：当社の取締役及び当社子会社の一定の取締役のうち受益者要件を満たす者

・信託管理人：当社及び当社子会社の役員と利害関係のない第三者を選定いたします。

・信託の種類：金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

・信託契約の締結日：2016年８月26日

・金銭を信託する日：2016年８月26日

・信託の期間：2016年８月26日～2026年８月31日（予定）

 

　　②本信託に株式取得資金として追加拠出される金額の上限額

　　　上限375百万円

 

　　③本制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　　　取締役のうち受益者要件を満たす者

 

　　２．従業員持株会信託型ESOP

　　①概要

　　　当社は、福利厚生の一環として、当社ならびに当社グループ会社社員（以下「当社グループ社員」）の安定的な

財産形成を促進するにあたり、当社グループ社員の勤労意欲や会社経営への参画意識を高め、その結果として、当

社の企業価値の向上を図ることを目的として、2022年11月11日開催の取締役会において、「従業員持株会信託型

ESOP」（以下「本制度」）の導入を決議いたしました。

　　　本制度は「ＣＫサンエツ従業員持株会」（以下「持株会」）に加入する当社グループ社員を対象に導入しており

ます。

　　　当社は、持株会に加入する当社グループ社員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託（以下「持株

会信託」）を設定しております。

　　　持株会信託は、持株会が今後３年間にわたり取得すると見込まれる数の当社株式を、信託銀行からの借入により

調達した資金で一括して取得しております。なお、当社は、持株会信託の当該借入に対し損失補償契約を締結して

おります。

　　　本制度導入以後３年間は、持株会による当社株式の取得は、持株会信託より行います。持株会による当社株式の

取得を通じ、持株会信託に売却益相当額が累積した場合には、受益者要件を充足する持株会会員は、受益者とし

て、借入返済後に残った売却益相当額の分配を受けます。一方、当社株価の下落により持株会信託が借入債務を完

済できなかった場合には、当社が借入先信託銀行に対して損失補償契約に基づき残存債務を弁済します。その際、

持株会に加入する当社グループ社員がその負担を負うことはありません。

 

　　②持株会に取得させる予定の株式の総数

　　　214,600株
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　　③当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　　　受益者要件を充足する持株会会員
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第3号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2025年５月12日）での決議状況
（取得期間 2025年５月13日～2025年５月13日）

250,000 950,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 200,000 760,000,000

提出日現在の未行使割合(％) 20.0 20.0

（注）上記取締役会において、自己株式の取得方法は東京証券取引所における自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）

による買付けとすることを決議しております。なお、当該決議による自己株式の取得は、2025年５月13日をもって終了

しております。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 35,596 － 235,596 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、業績に応じた適正な利益配分を安定的に行うことを基本方針としております。

このことは、当社の関係するすべてのステークホルダーの長期的な利益とも合致するものと認識しております。

株主配当につきましては、自己資本比率の向上を図りつつ、業績に応じた配当を行うよう最大限の努力をいたす所

存であります。

当社は、会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって、剰余金の配当を行うことができる旨を定めて

おり、剰余金の配当は中間配当及び期末配当の２回を基本的な方針としております。

以上の方針に基づき、当期の期末配当は、2025年５月20日の取締役会において１株につき45円と決議されました。

中間配当（１株当たり45円）と合わせ、当期の１株当たり配当金は年90円となりました。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、各セグメントで今まで以上にコスト

競争力を高め、業容の拡大を図るために有効投資してまいりたいと考えております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2024年11月13日 取締役会決議 397 45.0

2025年５月20日 取締役会決議 397 45.0

 

EDINET提出書類

株式会社ＣＫサンエツ(E01321)

有価証券報告書

 26/104



４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社及び当社グループは、ＣＫサンエツグループ経営理念に基づき、株主をはじめ多様なステークホルダーか

らの信頼に応えることと、内部統制体制の構築と実効的な運用を通じて経営の健全性を確保することで、中長期

的な事業の発展と企業価値の向上に努めるために、以下の５点を基本方針に掲げ、コーポレートガバナンスの充

実に取り組んでまいります。

(イ)株主の権利・平等性の確保に努めます。

(ロ)株主以外のステークホルダー（お客様、お取引先様、債権者、地域社会、従業員等）との適切な協働に努め

ます。

(ハ)適切な情報開示と透明性の確保に努めます。

(ニ)取締役会において透明・公正かつ迅速・果断な意思決定が行われるよう、取締役会の役割・責務の適切な遂

行に努めます。

(ホ)持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、株主との建設的な対話に努めます。

 

②　企業統治の体制及び当該体制を採用する理由

イ．企業統治の体制の概要

　当社は、監査等委員会設置会社であり、重要な業務執行の決議、監督並びに監査を行なっております。

　取締役会は、監査等委員である取締役を除く取締役３名と監査等委員である取締役４名（社外取締役３名）

で構成されており、原則月１回の定例取締役会と必要に応じて臨時取締役会を開催し、相互に他の取締役の業

務執行の監督を行っております。また、経営に関する重要事項の決定、ならびに法令又は定款で定められた事

項の決定を行っております。

　監査等委員会は、監査等委員である取締役４名（社外取締役３名）で構成され、原則月１回開催することと

しております。監査等委員は、取締役会等の重要会議に出席し、独立した立場での意見表明、経営監視、議決

権の行使を行うことにより監査等委員でない取締役の職務遂行を監督するとともに、監査等委員でない取締役

の業務の執行状況について内部監査部門の監査・規格管理室や会計監査人とも情報交換を行いつつ、監査等委

員会の監査方針及び監査計画に基づいて監査を行うこととしております。

 

当社が設置する機関の構成員

（◎は議長又は委員長、○は構成員を示しています。）

役職名 氏名 取締役会 監査等委員会

代表取締役社長 釣谷　宏行 ◎  

専務取締役 釣谷　伸行 ○  

取締役 松井　大輔 ○  

監査等委員である取締役 森　千恵美 ○ ◎

監査等委員である取締役（社外） 桝田　和彦 ○ ○

監査等委員である取締役（社外） 山田　政雄 ○ ○

監査等委員である取締役（社外） 浜田　 亘 ○ ○
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　有価証券報告書提出日現在における、会社の機関・内部統制の関係を図示すると次のようになっておりま

す。

 

 

ロ．当該体制を採用する理由

　監査等委員会を設置し、監査等委員である取締役に取締役会における議決権を付与することで、取締役会の

監査・監督機能及びコーポレート・ガバナンスを強化し、さらなる企業価値の向上を図るために当該企業統治

の体制を採用しております。
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③　企業統治に関するその他の事項

　・内部統制システムの整備の状況

　当社は、独立部門として監査・規格管理室を設置し、経営諸活動を合法性と合理性の観点から公正かつ客観

的な立場で検討・評価していく体制を構築いたしました。内部監査体制の充実及び監査等委員会並びに監査法

人による監査との連携を強化していくことで、すべての役員・従業員が法令の遵守はもとより、企業倫理に

沿った行動をしていく基盤を確立しております。

　・リスク管理体制の整備の状況

　当社グループのリスク管理体制は、以下の構成で実施しております。

　それぞれの所管部門長が、それぞれの部門に関するリスクの管理を行います。各部門及び主要な子会社のリ

スク管理は、定期的にリスク管理責任者が取り纏め、社長に報告しております。

　さらに、法律問題につきましては顧問弁護士と、知的財産権問題につきましては顧問弁理士と、会計上の問

題につきましては関与公認会計士と、税務問題につきましては顧問税理士とそれぞれ適時に相談しながらリス

クマネジメントに当たっております。

　・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社は、子会社管理規程に基づき、当社管理統括部が窓口となり、経営管理を行っており、随時、管理の進

捗状況を取締役会において報告しております。また、当社の監査・規格管理室が内部監査計画に従って定期的

に子会社の監査を実施するとともに、当社の監査等委員である取締役が主要な子会社の監査役を兼任して監査

を行い、業務の適正を確保する体制を構築しております。

　・責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人仰星監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、20百万円又は会社法第

425条第１項に規定する最低責任限度額のいずれか高い額としております。

　・役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は当社グループの役員等（ただし、会計監査人を除く）であり、被保険者

は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者の株主代表訴訟等の民事訴訟や刑事手続・行政

手続による損害が填補されることになります。

　・取締役の定数

　提出会社の取締役につきましては、15名以内とする旨を定款に定めております。

　・取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めてお

ります。また、取締役の解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株

主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　・株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。
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・株式会社の支配に関する基本方針

　会社法施行規則第118条第3号に定める「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する

基本方針」（以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。）の内容は以下のとおりです。

 

①　会社の支配に関する基本方針

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念や当社企業価値の様々な源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保、向上させる者でなければならないと考えております。

　一方、当社の株式は上場株式であることから、当社の株主は、市場での自由な取引を通じて決まるものであ

るとともに、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者も株主の皆様の意思に基づき決定されるべきも

のと考えており、また、当社の支配権の移転を伴う大規模な買付行為や買付提案がなされた場合にこれに応ず

るか否かの判断も最終的には株主の皆様全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

　しかしながら、このような株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひい

ては株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主に株式の売却を事実上強要するお

それのあるもの、対象会社の株主や取締役会が買付や買収提案の内容等について検討し、あるいは対象会社の

取締役会が代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情報を提供することのないもの、買付条件等が

対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に照らして著しく不十分または不適当であるもの、対象会社の企

業価値の維持・増大に必要不可欠なステークホルダーとの関係を破壊する意図のあるもの等、対象会社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　当社は、上記の例を含め当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模な買付等を

行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

 

②　会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みの概要

　当社では、当社の企業価値ひいては株主共同の利益向上のために、次のような取組みを実施しております。

 

a．企業価値ひいては株主共同の利益向上への取組み

　当社は、2011年10月に純粋持株会社体制に移行し、主要な連結子会社として、地球環境に配慮した配管機器

をＣＫブランドで提供するユニークなメーカーであるシーケー金属株式会社と、日本最大の黄銅棒メーカーか

つ黄銅線メーカーであるサンエツ金属株式会社、大手黄銅棒メーカーである日本伸銅株式会社を有し、戦略的

なグループ経営に集中・特化しております。

　当社グループの事業領域である、「伸銅事業」「精密部品事業」「配管・鍍金事業」における国内市場は、

今後、長期的に縮小均衡を模索するものと思われ、業界再編が避けられない状況にあります。

　このような経営環境に対応すべく、当社グループでは、同業他社とのＭ＆Ａによる業界再編を積極的に推進

する一方で、経営理念として、「（a）良いものだけを、安く、早く、たくさん生産することで、社会に貢献

します。（b）努力するに値するプロの仕事と、努力して働くほど報われる働きがいのある職場を提供するこ

とで、社会に貢献します。（c）期待され、期待に応え、期待を超えるため、弛みない努力を重ねます。」を

掲げ、経営環境がどんなに変化しても、本業と隣接分野で勝ち残ることを目指してまいります。

 

b．コーポレート・ガバナンスの充実への取組み

　経営の透明性、効率性、健全性を通して、企業理念の実現を図り企業価値を高め、社会的責任を果たしてい

くことが当社のコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方であります。また、当社は、企業理念に基づき経

営の効率化や経営のスピード化を徹底し経営目標達成のために、正確な情報収集と迅速な意思決定ができる組

織体制や仕組み作りを常に推進しております。この一環として、当社は、2016年６月監査等委員会設置会社に

移行し、現在は３名の独立社外取締役を選任しており、取締役総数に占める比率は42.8％となっています。

　引き続き、株主・投資家の皆様をはじめ、当社を取り巻くあらゆるステークホルダーへ迅速かつ正確な情報

開示に努め、株主総会・取締役会・監査等委員会などの機能を一層強化・改善・整備しながら、コーポレー

ト・ガバナンスを充実させていきたいと考えております。

　このような考え方に基づいて、（a）取締役会による経営に関する重要事項の決定と各部門の業務執行の監

督、（b）社長直轄の監査・規格管理室による内部監査の実施、（c）監査等委員会による取締役の職務執行に

ついての監査、監督、（d）「ＣＫサンエツグループコンプライアンス基本方針」「ＣＫサンエツグループ行

動規範」「内部通報に関する規程」の整備等による法令遵守体制およびリスク管理体制の強化、（e）内部統

制体制の整備と業務プロセス改善、等の施策を実行しております。
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　今後もこうした方針と施策を継続して、コーポレート・ガバナンスの充実に努め、企業価値ひいては株主共

同の利益を追求してまいります。

　当社グループでは、多数の投資家の皆様に長期的に当社への投資を継続していただくため、企業価値ひいて

は株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以上のような施策を実施しております。これらの取組み

は、上記①の基本方針の実現にも資するものと考えております。

 

③　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配さ

れることを防止する取組みの概要

　当社は、2024年5月21日に開催された当社取締役会において、会社の支配に関する基本方針に照らして不適

切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する取組みとして「当社株式の大

規模買付行為に関する対応策（買収への対応方針）」（以下「本プラン」といいます。）を以下のとおり決定

し、2024年6月27日開催の当社定時株主総会において、株主の皆様にご承認いただき更新しております。その

概要は以下のとおりです。

 

a．本プランの対象となる当社株式の買付

　本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的と

する当社株券等の買付行為、結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行

為、または結果として当該他の株主が当該特定株主グループの共同保有者に該当するに至るような合意その他

の行為、または当該特定株主グループと当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれ

らの者が共同ないし協調して行動する関係を樹立する行為(但し、当社株券等につき当該特定株主グループと

当該他の株主の議決権割合の合計が20%以上となるような場合に限ります。)（但し、いずれも事前に当社取締

役会が同意したものを除きます。)のいずれかに該当する行為もしくは該当する可能性のある行為またはこれ

に類似する行為をいい、かかる買付行為または合意等を行う者を「大規模買付者」といいます。

 

b．大規模買付ルールの概要

　当社が設定する大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供

し、取締役会による一定の評価期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）または、株主検討期間を設け

る場合には取締役会評価期間と株主検討期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

 

c．大規模買付行為が実施された場合の対応

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対で

あったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の皆様

を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は講じません。

　ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、

結果として当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと

当社取締役会が判断した場合には、対抗措置を講ずることがあります。具体的にいかなる手段を講じるかにつ

いては、新株予約権の無償割当てその他の法令および定款の下にてとりうる合理的施策等、その時点で当社取

締役会が最も適切と判断したものを選択することとします。

 

d．対抗措置の客観性・合理性を担保するための制度および手続

　対抗措置を講ずるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用

し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性・合理性を担保するため、独

立委員会を設置しております。

　対抗措置を講ずる場合、その判断の客観性・合理性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に先立

ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は、対抗措置の発動の是非につい

て、勧告を行うものとします。また、必要に応じて株主意思確認総会の承認を得たうえで、発動を決定するこ

とができるものとします。

 

e．本プランの有効期限等

　本プランの有効期限は、2027年6月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとし、以降、本プランの更新

（一部修正したうえでの更新を含む。）については3年ごとに定時株主総会の承認を得ることとします。

　ただし、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本プランを廃止する旨の決議が行わ

れた場合には、その時点で廃止されるものとします。
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　更新後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.cksanetu.co.jp）に掲載しております。

 

④　本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社

の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

　当社では、本プランの設計に際して、以下の諸点を考慮することにより、本プランが会社の支配に関する基

本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものとはならないと考えております。

 

a．買収への対応方針に関する指針の要件を充足していること

　本プランは、経済産業省および法務省が2005年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保また

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、

事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。

　また、経済産業省に設置された企業価値研究会が2008年6月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を

踏まえた買収防衛策のあり方」および経済産業省が2023年8月31日に公表した「企業買収における行動指針―

企業価値の向上と株主利益の確保に向けて―」の内容も踏まえたものとなっております。

 

b．株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　本プランは、上記③に記載のとおり、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行

為に応ずるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や

時間を確保し、または株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

 

c．株主意思を反映するものであること

　本プランは、2024年6月27日に開催した当社株主総会において、本プランに関する株主の皆様のご意思を確

認させていただくため、本プランについて議案としてお諮りし原案どおりご承認いただきましたので、株主の

皆様のご意向が反映されたものとなっております。

　また、本プラン導入後、有効期間中であっても、当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行わ

れた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、株主の皆様のご意向が反映されます。

 

d．独立性の高い社外者の判断の重視

　本プランにおける対抗措置の発動は、上記③に記載のとおり、当社の業務執行を行う経営陣から独立してい

る委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益に資するよう、本プランの透明な運用を担保するための手続も確保されておりま

す。

 

e．デッドハンド型およびスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止することが

可能です。したがって、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても

なお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は期差任期制を採用していないため、ス

ローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するの

に時間を要する買収防衛策）でもございません。

 

・取締役会の活動状況

　当事業年度において当社は原則月１回の定例取締役会の他、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、個々

の取締役の出席状況については次のとおりであります。
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役職名 氏名 開催回数 出席回数

代表取締役社長 釣谷　宏行 14回 14回

専務取締役 釣谷　伸行 14回 14回

常務取締役 大橋　一善 ３回 ３回

常務取締役 原田　孝之 ３回 ３回

取締役 松井　大輔 14回 14回

監査等委員である取締役 井波　栄三郎 ３回 ３回

監査等委員である取締役 森　千恵美 11回 11回

監査等委員である取締役（社外） 桝田　和彦 14回 14回

監査等委員である取締役（社外） 山田　政雄 14回 14回

監査等委員である取締役（社外） 浜田　 亘 14回 14回

（注）１．大橋一善氏、原田孝之氏及び井波栄三郎氏は、2024年６月27日開催の2024年３月期定時株主総会の

時をもって、任期満了により退任いたしましたので、退任時までに行われた取締役会への出席状況を

記載しております。

２．森千恵美氏は、2024年６月27日開催の2024年３月期定時株主総会において新たに選任され、就任い

たしましたので、就任後に行われた取締役会への出席状況を記載しております。

 

　取締役会における具体的な検討内容として、経営方針及び経営戦略の立案、経営計画の進捗の監督、サステナ

ビリティ課題の監督、M&A案件の検討、利益相反取引条件の妥当性の検討等を行っています。
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（２）【役員の状況】

①2025年６月25日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりです。

男性　6名　女性　1名　（役員のうち女性の比率14.2％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
釣谷　宏行 1958年11月12日生

1982年４月 株式会社北陸銀行入行

1986年４月 シーケー金属株式会社入社

1991年９月 同社取締役

1996年９月 伏木海陸運送株式会社社外取締役

（現任）

1997年４月 シーケー金属株式会社代表取締役社長

（現任）

2000年６月 当社代表取締役社長（現任）

2011年10月 サンエツ金属株式会社代表取締役社長

（現任）

2011年12月 株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締役社

長（現任）

2015年６月 日本伸銅株式会社代表取締役会長

（現任）

2018年５月 株式会社日伸地金代表取締役社長

（現任）

2022年11月 株式会社サンエツ商事代表取締役会長

（現任）

2025年４月 三谷伸銅株式会社代表取締役会長

（現任）
　

注４ 1

専務取締役

営業管掌
釣谷　伸行 1961年３月25日生

1983年４月 日産自動車株式会社入社

2001年６月 当社取締役営業本部副本部長

2001年９月 シーケー金属株式会社取締役

2002年４月 当社常務取締役営業本部長

2007年７月 専務取締役営業本部長

2011年10月 専務取締役営業管掌（現任）

2011年10月 サンエツ金属株式会社専務取締役営業

本部長（現任）

2011年10月 シーケー金属株式会社専務取締役

（現任）
　

注４ 48

取締役

管理統括部長
松井　大輔 1974年11月８日生

1997年４月 株式会社北陸銀行入行

2005年10月 当社入社

2011年６月 取締役管理本部長

2011年10月 取締役財務・企画部長

2011年10月 サンエツ金属株式会社取締役管理本部

長

2013年６月 当社取締役管理統括部長

2013年６月 サンエツ金属株式会社取締役管理統括

部長

2014年４月 日本伸銅株式会社顧問

2014年６月 同社常勤監査役

2015年６月 当社取締役管理統括部長（現任）

2015年６月 サンエツ金属株式会社取締役管理統括

部長（現任）

2015年６月 日本伸銅株式会社取締役
　

注４ 7

取締役

（常勤監査等委員）
森　千恵美 1989年８月30日生

2012年４月 サンエツ金属株式会社入社

2024年４月 当社秘書室長

2024年６月 取締役（常勤監査等委員）（現任）
　

注６ 1

取締役

（監査等委員）
桝田　和彦 1942年４月24日生

1996年６月 住友軽金属工業株式会社取締役

2004年６月 同社代表取締役社長

2009年６月 同社代表取締役会長

2009年６月 当社社外取締役

2013年10月 株式会社ＵＡＣＪ相談役

2016年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）

2016年６月 株式会社ＵＡＣＪ名誉顧問（現任）
　

注６ 5
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

（監査等委員）
山田　政雄 1953年11月15日生

1978年４月 同和鉱業株式会社（現　ＤＯＷＡホー

ルディングス株式会社）入社

2009年６月 同社代表取締役社長

2018年６月 同社代表取締役会長（現任）

2019年３月 藤田観光株式会社社外取締役（現任）

2019年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）
　

注５ －

取締役

（監査等委員）
浜田　 亘 1957年６月７日生

1980年11月 監査法人朝日会計社（現　有限責任あ

ずさ監査法人）入社

1985年６月 浜田亘会計事務所長

1990年４月 監査法人朝日親和会計社（現　有限責

任あずさ監査法人）入社

2007年７月 あずさ監査法人（現　有限責任あずさ

監査法人）富山オフィス責任者

2010年７月 同法人北陸事務所長

2013年１月 有限責任あずさ監査法人富山オフィス

責任者

2017年６月

 
2022年６月

当社社外取締役（監査等委員）（現

任）

株式会社シキノハイテック社外監査役

（現任）
　

注６ －

計 64

　（注）１．取締役桝田和彦、取締役山田政雄、取締役浜田亘は社外取締役であります。

２．専務取締役釣谷伸行は代表取締役社長釣谷宏行の弟であります。

３．当社の監査等委員会の体制は次のとおりであります。

　　委員長　森千恵美、委員　桝田和彦、山田政雄、浜田亘

４．2024年６月27日開催定時株主総会の終結の時から１年間

５．2023年６月20日開催定時株主総会の終結の時から２年間

６．2024年６月27日開催定時株主総会の終結の時から２年間
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②2025年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役を除

く。）３名選任の件」及び「監査等委員である取締役１名選任の件」を上程しており、当該決議が承認可決されま

すと、当社の役員の状況及びその任期は、以下の通りとなる予定です。

　なお、役員の役職等については、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役会の決議事項の内容（役職

等）を含めて記載しています。

男性　6名　女性　1名　（役員のうち女性の比率14.2％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
釣谷　宏行 1958年11月12日生

1982年４月 株式会社北陸銀行入行

1986年４月 シーケー金属株式会社入社

1991年９月 同社取締役

1996年９月 伏木海陸運送株式会社社外取締役

（現任）

1997年４月 シーケー金属株式会社代表取締役社長

（現任）

2000年６月 当社代表取締役社長（現任）

2011年10月 サンエツ金属株式会社代表取締役社長

（現任）

2011年12月 株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締役社

長（現任）

2015年６月 日本伸銅株式会社代表取締役会長

（現任）

2018年５月 株式会社日伸地金代表取締役社長

（現任）

2022年11月 株式会社サンエツ商事代表取締役会長

（現任）

2025年４月 三谷伸銅株式会社代表取締役会長

（現任）
　

注４ 1

専務取締役

営業管掌
釣谷　伸行 1961年３月25日生

1983年４月 日産自動車株式会社入社

2001年６月 当社取締役営業本部副本部長

2001年９月 シーケー金属株式会社取締役

2002年４月 当社常務取締役営業本部長

2007年７月 専務取締役営業本部長

2011年10月 専務取締役営業管掌（現任）

2011年10月 サンエツ金属株式会社専務取締役営業

本部長（現任）

2011年10月 シーケー金属株式会社専務取締役

（現任）
　

注４ 48

取締役

管理統括部長
松井　大輔 1974年11月８日生

1997年４月 株式会社北陸銀行入行

2005年10月 当社入社

2011年６月 取締役管理本部長

2011年10月 取締役財務・企画部長

2011年10月 サンエツ金属株式会社取締役管理本部

長

2013年６月 当社取締役管理統括部長

2013年６月 サンエツ金属株式会社取締役管理統括

部長

2014年４月 日本伸銅株式会社顧問

2014年６月 同社常勤監査役

2015年６月 当社取締役管理統括部長（現任）

2015年６月 サンエツ金属株式会社取締役管理統括

部長（現任）

2015年６月 日本伸銅株式会社取締役
　

注４ 7

取締役

（常勤監査等委員）
森　千恵美 1989年８月30日生

2012年４月 サンエツ金属株式会社入社

2024年４月 当社秘書室長

2024年６月 取締役（常勤監査等委員）（現任）
　

注６ 1

取締役

（監査等委員）
桝田　和彦 1942年４月24日生

1996年６月 住友軽金属工業株式会社取締役

2004年６月 同社代表取締役社長

2009年６月 同社代表取締役会長

2009年６月 当社社外取締役

2013年10月 株式会社ＵＡＣＪ相談役

2016年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）

2016年６月 株式会社ＵＡＣＪ名誉顧問（現任）
　

注６ 5
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

（監査等委員）
山田　政雄 1953年11月15日生

1978年４月 同和鉱業株式会社（現　ＤＯＷＡホー

ルディングス株式会社）入社

2009年６月 同社代表取締役社長

2018年６月 同社代表取締役会長

2019年３月 藤田観光株式会社社外取締役（現任）

2019年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）
　

注５ －

取締役

（監査等委員）
浜田　 亘 1957年６月７日生

1980年11月 監査法人朝日会計社（現　有限責任あ

ずさ監査法人）入社

1985年６月 浜田亘会計事務所長

1990年４月 監査法人朝日親和会計社（現　有限責

任あずさ監査法人）入社

2007年７月 あずさ監査法人（現　有限責任あずさ

監査法人）富山オフィス責任者

2010年７月 同法人北陸事務所長

2013年１月 有限責任あずさ監査法人富山オフィス

責任者

2017年６月

 
2022年６月

当社社外取締役（監査等委員）（現

任）

株式会社シキノハイテック社外監査役

（現任）
　

注６ －

計 64

　（注）１．取締役桝田和彦、取締役山田政雄、取締役浜田亘は社外取締役であります。

２．専務取締役釣谷伸行は代表取締役社長釣谷宏行の弟であります。

３．当社の監査等委員会の体制は次のとおりであります。

　　委員長　森千恵美、委員　桝田和彦、山田政雄、浜田亘

４．2025年６月26日開催定時株主総会の終結の時から１年間

５．2025年６月26日開催定時株主総会の終結の時から２年間

６．2024年６月27日開催定時株主総会の終結の時から２年間
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③社外役員の状況

　2025年６月25日（有価証券報告書提出日）現在の当社の社外役員の状況は、以下のとおりです。

　当社の社外取締役は３名で、いずれも監査等委員であります。

　社外取締役桝田和彦は、長年にわたる企業経営の実績と伸銅業界全般に関する豊富な知見を有していることから

社外取締役としての監督機能及び役割を果たしていただけると考えております。なお、当社と同氏の間には人的関

係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。また、同氏は、株式会社Ｕ

ＡＣＪ名誉顧問を兼務しておりますが、当社と同社との間には特別な関係はありません。このため、当社は同氏が

独立性を有するものと考え、社外取締役として選任しております。なお、社外取締役による当社株式の保有は「①

役員一覧」の「所有株式数」欄に記載のとおりです。

　社外取締役山田政雄は、長年にわたる企業経営の実績と非鉄業界全般に関する豊富な知見を有していることから

社外取締役としての監督機能及び役割を果たしていただけると考えております。なお、当社と同氏の間には人的関

係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。また、同氏は、ＤＯＷＡ

ホールディングス株式会社代表取締役会長、藤田観光株式会社社外取締役を兼務しております。ＤＯＷＡホール

ディングス株式会社の子会社ＤＯＷＡメタルテック株式会社の子会社である豊栄商事株式会社と、当社子会社サン

エツ金属株式会社との間で、黄銅製品の取引がございますが、当連結会計年度における取引額は19百万円であり、

同氏が当社の監査等委員である社外取締役としての職務を遂行するうえで、支障または問題となる特別の利害関係

はありません。このため、当社は同氏が独立性を有するものと考え、社外取締役として選任しております。

　社外取締役浜田亘は、過去に会社経営に関与したことはありませんが、公認会計士として監査業務及び株式公開

支援業務等に長年に亘り携わっており、社外取締役としての監督機能及び役割を果たしていただけると考えており

ます。なお、当社と同氏の間には人的関係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断し

ております。また、同氏は、2017年８月末日までは、有限責任あずさ監査法人の社員でありましたが、当社と同監

査法人及び同監査法人が所属するＫＰＭＧグループとの間には特別な関係はありません。また、同氏は、株式会社

シキノハイテック社外監査役を兼務しておりますが、当社と同社との間には特別な関係はありません。このため、

当社は同氏が独立性を有するものと考え、社外取締役として選任しております。

　当社において、社外取締役を選任するための独立性について特段の定めは有りませんが、客観的かつ適切な監督

機能及び役割が期待され、一般株主と利益相反が生じる恐れがないことを基本的な考え方として選任しておりま

す。

 

　なお、2025年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役

を除く。）３名選任の件」及び「監査等委員である取締役１名選任の件」を上程しており、当該決議が承認可決さ

れますと、当社の社外役員の状況は以下の通りとなる予定です。

　当社の社外取締役は３名で、いずれも監査等委員であります。

　社外取締役桝田和彦は、長年にわたる企業経営の実績と伸銅業界全般に関する豊富な知見を有していることから

社外取締役としての監督機能及び役割を果たしていただけると考えております。なお、当社と同氏の間には人的関

係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。また、同氏は、株式会社Ｕ

ＡＣＪ名誉顧問を兼務しておりますが、当社と同社との間には特別な関係はありません。このため、当社は同氏が

独立性を有するものと考え、社外取締役として選任しております。なお、社外取締役による当社株式の保有は「②

役員一覧」の「所有株式数」欄に記載のとおりです。

　社外取締役山田政雄は、長年にわたる企業経営の実績と非鉄業界全般に関する豊富な知見を有していることから

社外取締役としての監督機能及び役割を果たしていただけると考えております。なお、当社と同氏の間には人的関

係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。また、同氏は、藤田観光株

式会社社外取締役を兼務しておりますが、当社と同社との間には特別な関係はありません。このため、当社は同氏

が独立性を有するものと考え、社外取締役として選任しております。

　社外取締役浜田亘は、過去に会社経営に関与したことはありませんが、公認会計士として監査業務及び株式公開

支援業務等に長年に亘り携わっており、社外取締役としての監督機能及び役割を果たしていただけると考えており

ます。なお、当社と同氏の間には人的関係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断し

ております。また、同氏は、2017年８月末日までは、有限責任あずさ監査法人の社員でありましたが、当社と同監

査法人及び同監査法人が所属するＫＰＭＧグループとの間には特別な関係はありません。また、同氏は、株式会社

シキノハイテック社外監査役を兼務しておりますが、当社と同社との間には特別な関係はありません。このため、

当社は同氏が独立性を有するものと考え、社外取締役として選任しております。

　当社において、社外取締役を選任するための独立性について特段の定めは有りませんが、客観的かつ適切な監督

機能及び役割が期待され、一般株主と利益相反が生じる恐れがないことを基本的な考え方として選任しておりま

す。

 

④社外取締役による監督と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係

　監査等委員は４名中３名が社外取締役でありますが、内部監査部門の監査・規格管理室や会計監査人と情報交換

を行い、内部統制会議に出席して内部統制の整備・運用状況を把握しながら監査等委員会の監査方針及び監査計画
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に基づいて監査を行っています。また、取締役会等の重要会議に出席し、社外取締役としての独立した立場で意見

表明、経営監視を行うことにより監査等委員でない取締役の職務執行を監督しています。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

　監査等委員会は常勤監査等委員１名、非常勤監査等委員３名の４名で構成されており、非常勤監査等委員全員が

社外取締役であります。なお、常勤監査等委員の森千恵美は、当社グループ全般の業務等に関する豊富な経験と実

績を有しております。また、非常勤監査等委員であり社外取締役の桝田和彦、山田政雄は長年の経営経験を持って

おり、非常勤監査等委員であり社外取締役の浜田亘は公認会計士としての資格を有し、財務及び会計に関する相当

程度の知見があります。

　当事業年度において当社は監査等委員会を年13回開催しており、個々の監査等委員の出席状況は次のとおりであ

ります。

 

役職名 氏名 出席状況（出席率）

常勤監査等委員 井波　栄三郎 ３回／３回（100％）

常勤監査等委員 森　千恵美 10回／10回（100％）

監査等委員 桝田　和彦 13回／13回（100％）

監査等委員 山田　政雄 13回／13回（100％）

監査等委員 浜田　 亘 13回／13回（100％）

（注）１．井波栄三郎氏は、2024年６月27日開催の2024年３月期定時株主総会終結の時をもって、任期満了により

退任いたしましたので、退任時までに行われた監査等委員会への出席状況を記載しております。

２．森千恵美氏は、2024年６月27日開催の2024年３月期定時株主総会において新たに選任され、就任してお

りますので、就任後に行われた監査等委員会への出席状況を記載しております。

 

　また、常勤監査等委員は監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、監査等委員以外の取締役、内部

監査担当の監査・規格管理室、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境整備に努めるとと

もに、取締役会等の各種会議出席、重要な決裁書類の閲覧、各部署の往査と実地調査並びに期末決算監査等を実施

し、その監査結果を監査調書にまとめ、非常勤監査等委員への回付、監査等委員会等での報告を行っております。

非常勤監査等委員は、常勤監査等委員が作成した監査調書を閲覧し、経営状況や監査結果等の重要な情報を日頃か

ら入手して、毎月開催されている取締役会、監査等委員会のほか、定期的に開催される代表取締役との会合及び会

計監査人との会合等に常勤監査等委員と一緒に出席して、高度の見識や豊富な経営経験等に基づき、当社経営上の

課題・問題点等に対して助言・提言をしております。

　なお、監査等委員会における具体的な検討事項は以下の通りであります。

　・監査方針、監査計画及び業務分担について

　・会計監査人の解任または不再任の決定方針について

　・実地監査指摘事項の改善状況の確認について

　・会計監査人に関する評価について

　・会計監査人の監査報酬の妥当性の検証について

　・取締役（監査等委員を除く）の選任及び報酬について

　・常勤監査等委員職務執行状況の月次報告について

 

②　内部監査の状況

　当社は、代表取締役社長の直轄の組織として監査・規格管理室を設置し、内部監査を行っております。監査・規

格管理室には２名を配置し、他の業務執行部門から分離された独立かつ客観的な立場から当社及びグループ各社の

健全かつ適切な運営に資するために実効性の高い内部監査の実施に努めております。

　内部監査は当社の内部監査規程に準拠して実施しており、当社の事業に関係するリスクを基に年度監査計画を定

め、実地監査を実施し、その結果を代表取締役社長及び関係の取締役ならびに主要なグループ各社の幹部が出席す

る内部統制会議にて報告しています。これらにより、当社及び子会社の業務運営及び財産管理の実態を調査し関係

法令、定款及び社内規程への適合性を確かめる事で不正・誤謬などの防止に役立て、経営の合理化に寄与するよう

努めております。

　また、仰星監査法人と監査契約を結び、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。監査・

規格管理室、監査等委員である取締役及び会計監査人は、緊密な連携を保つため、定期的にミーティングを開催す

るなど、積極的に情報交換を行い、監査の有効性、効率性を高めております。
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③　会計監査の状況

ａ.監査法人の名称

　　仰星監査法人

 

ｂ.継続監査期間

　　４年

ｃ.業務を執行した公認会計士の氏名

　　指定社員　業務執行社員　　許　仁九、吉岡　礼

 

ｄ.会計監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　８名、会計士試験合格者　３名、その他　４名

 

ｅ.監査法人の選定方針と理由

　日本監査役協会が開示している「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」に従い、会

計監査人の独立性、品質管理の状況、職務遂行体制の適切性、会計監査の実施状況等を把握し、監査等委員会で決

議した「会計監査人の解任または不再任の決定の方針」に仰星監査法人が該当するかの検討を行い、会計監査人と

して解任または不再任に該当しないと判断した場合に再任しております。

 

f.監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

　会計監査人の仰星監査法人を日本監査役協会が開示している「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査

役等の実務指針」を参考に評価した結果、重大な指摘事項や問題点はなく、会計監査人として解任または不再任に

該当しないと判断しております。

 

④　監査報酬の内容等

ａ.監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 31 － 33 －

連結子会社 19 － 17 －

計 50 － 50 －

 

ｂ.監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ.を除く）

　該当事項はありません。

 

ｃ.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 

ｄ.監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、明確に定めたものはありませんが、会計監

査人から監査項目、監査日数等の監査計画の内容の説明を受け、必要書類を入手し、当社の規模・業務等を勘案し

て、監査の実効性や監査の品質が担保されると見込まれる金額を監査報酬として決定しています。

 

ｅ.監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　取締役会が提出した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査等委員会が会社法第399条第１項及び第３

項の同意をした理由は、会計監査人が作成した監査計画や報酬の算定根拠を検討し、会計監査人が独立性を損なう

ことなく、監査の品質を維持しながら、リスクに対応した適正な監査を確保するために十分なものなのか、過去の

会計監査の職務執行状況や世間相場に照らして妥当なものなのか等を検討した結果、適正と判断したからでありま

す。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年５月21日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、「取締役」と

いう。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬の内容の決定方針及び決定された報

酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しておりま

す。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．取締役の個人別の報酬等（固定報酬等かつ金銭報酬等に限る）の額又は算定方法の決定方針

　個々の職責及び実績、会社業績や過去の支給実績等を勘案のうえ、決定するものとする。

ｂ．非金銭報酬等の内容及び当該非金銭報酬等の額若しくは数又はその算定方針の決定方針

　信託を用いた株式報酬制度とし、原則として退任時に当社株式を交付する。具体的には、当社の取締役会で定める

株式交付規程（なお、既に制定済みのものを取締役会決議により改定することを予定しています。）に基づき、各

取締役に対し、信託期間中の株式交付規程に定めるポイント付与日において、役位等に応じたポイントを付与し、

各取締役の退任時に、各取締役に付与されたポイントの累積値を算定し、かかるポイントに応じた当社株式の交付

を行う。

ｃ．固定報酬等、業績連動報酬等又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定方針

　役員報酬の額は、固定報酬である「基本報酬」と、非金銭報酬である「株式報酬」により構成されており、その割

合は80％：20％とする。

ｄ．取締役に対し報酬等を与える時期又は条件の決定方針

　基本報酬については、月次に分割して支給する。株式報酬については、原則として退任時に当社株式を交付する。

　その他、取締役に対し報酬等を与える条件の決定方針は、代表取締役社長に一任し、毎年、７月度役員報酬より改

定する。

ｅ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の全部又は一部を取締役に委任するときは、当該取締役の氏名又

は地位若しくは担当、委任する権限の内容、当該権限が適切に行使されるようにするための措置を講ずるときは、

その内容

　報酬等の額の決定について、代表取締役社長釣谷宏行氏に一任するものとする。なお、当該権限が適切に行使され

るようにするため、決定の過程において、監査等委員会に意見を聴取するものとする。
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②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 株式報酬 退職慰労金

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）

（社外取締役を除く。）
241 193 48 － 48 5

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く。）
9 9 － － － 2

社外役員 18 18 － － － 3

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．非金銭報酬等の内容は当社株式等の交付を受けることができるポイントとなります。割当ての際の条件等は

「①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項」のとおりであります。

３．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、2016年６月23日開催の定時株主総会において年

額400百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の

取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は、７名です。

　　また、別枠で、2021年６月22日開催の定時株主総会において、株式交付信託報酬として、１事業年度当たり

37,500ポイント以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を

除く）の員数は、６名です。

４．監査等委員である取締役の報酬限度額は、2022年６月21日開催の定時株主総会において年額40百万円以内と

決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は、４名です。

５．報酬等の額の決定について、代表取締役社長釣谷宏行氏に一任しています。委任の理由は、当社グループ全

体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断した

ためです。なお、当該権限が適切に行使されるようにするため、決定の過程において、監査等委員会に意見を

聴取しております。

 

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額等

氏名 役員区分 会社区分

報酬等の種類別の総額（百万円）
連結報酬等の

総額
（百万円）固定報酬 株式報酬 退職慰労金

左記のうち、
非金銭報酬等

釣谷　宏行 取締役 提出会社 100 25 － 25 125
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　　当社が今後も成長を続けるためには、グループ事業子会社における研究開発・生産・販売等の過程において、

様々な企業との協力関係が不可欠であると考えております。そのため、事業戦略、取引先との事業上の関係、さら

には地域社会との関係維持などを総合的に勘案し、中長期的な企業価値の向上に資すると認められる場合に、政策

保有株式として保有しています。

 

②　当社における株式の保有状況

　　当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である当社について、以下のとおりであります。

 

ａ.　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

(ａ)保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

　　株式保有リスクの抑制や資本の効率性への対応等から、取引先企業の状況を十分把握した上で、政策投資を目的

として保有する投資株式の適否を判断することを基本方針としています。

　　政策投資として保有する投資株式については、成長性、収益性、取引関係強化等の観点から、保有意義・経済合

理性を検証し、保有の妥当性が認められない場合には、取引先企業の十分な理解を得た上で、売却を進めます。

　　当社では、政策保有株式として保有する全ての株式について、経済合理性の観点（保有に伴う便益やリスクが資

本コストに見合っているか）や、取引関係強化等の観点から、保有意義を具体的に精査し、保有の適否について確

認を行なっております。なお、2025年５月20日開催の取締役会において、政策保有株式の保有の適否について検証

した結果、すべての保有株式について保有の妥当性があることを確認しております。

 

(ｂ)銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 5 55

非上場株式以外の株式 12 1,044

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 3

増加した株式の銘柄は株式会社ハマイでありま

す。増加の理由は「(ｃ)特定投資株式及びみな

し保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計

上額に関する情報」に記載のとおりです。

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －

（注）株式数が増加及び減少した銘柄には、株式の併合、株式の分割、株式移転、株式交換、合併等による変動を含

んでおりません。
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(ｃ)特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

　　　特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

リケンＮＰＲ株式会

社

206,600 206,600

当社、連結子会社シーケー金属株式会社

及びリケンＮＰＲ株式会社の子会社株式

会社リケンとの間で配管機器製品の合弁

会社設立による共同生産、共同での新製

品開発、製品の相互販売を推進すべく、

業務提携契約を締結しており、一定の便

益を享受しております。

有

515 644

株式会社オータケ

70,000 70,000
連結子会社シーケー金属株式会社の製品

販売先であり、配管・鍍金事業に係る取

引関係維持・強化の一環として保有して

おり、一定の便益を享受しております。

有

127 136

株式会社宮入バルブ

製作所

1,001,000 1,001,000
連結子会社サンエツ金属株式会社の製品

販売先であり、伸銅事業に係る取引関係

維持・強化の一環として保有しており、

一定の便益を享受しております。

有

98 124

株式会社ハマイ

70,989 68,291

連結子会社サンエツ金属株式会社の製品

販売先であり、伸銅事業に係る取引関係

維持・強化の一環として保有しており、

一定の便益を享受しております。

販売量の維持や有益な情報の入手等、事

業関係のより一層の強化を図るため、同

社の持株会に加入しておりますが、株式

数は、同社の持株会を通して、株式を取

得したために増加しています。

有

76 75

株式会社ＫＶＫ

36,900 36,900
連結子会社サンエツ金属株式会社の製品

販売先であり、伸銅事業及び精密部品事

業に係る取引関係維持・強化の一環とし

て保有しており、一定の便益を享受して

おります。

有

69 70

トナミホールディン

グス株式会社

4,100 4,100
同社子会社は、当社グループの運送委託

先であり、取引関係維持・強化の一環と

して保有しており、一定の便益を享受し

ております。

有

41 18

株式会社北國フィナ

ンシャルホールディ

ングス

5,800 5,800 資金調達先との取引関係維持・強化の一

環として保有しており、一定の便益を享

受しております。

有
34 29

橋本総業ホールディ

ングス株式会社

20,000 20,000

同社子会社は、連結子会社シーケー金属

株式会社の製品販売先であり、配管・鍍

金事業に係る取引関係維持・強化の一環

として保有しており、一定の便益を享受

しております。

販売量の維持や有益な情報の入手等、事

業関係のより一層の強化が当社の企業価

値向上に資すると判断し、株式を取得し

たものであります。

有

24 27
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

株式会社ほくほく

フィナンシャルグ

ループ

9,300 9,300 資金調達先との取引関係維持・強化の一

環として保有しており、一定の便益を享

受しております。

有
23 18

株式会社富山銀行
11,219 11,219 資金調達先との取引関係維持・強化の一

環として保有しており、一定の便益を享

受しております。

有
17 23

株式会社トミタ

10,000 10,000
連結子会社サンエツ金属株式会社の資材

仕入先であり、精密部品事業に係る取引

関係維持・強化の一環として保有してお

り、一定の便益を享受しております。

有

13 15

ＳＡＮＥＩ株式会社

2,000 1,000
連結子会社サンエツ金属株式会社の製品

販売先であり、伸銅事業及び精密部品事

業に係る取引関係維持・強化の一環とし

て保有しており、一定の便益を享受して

おります。

無

3 4

（注）１．特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難ですが、2025年５月20日開催の当社取締役会におい

て、保有の合理性には投資額に対する配当等の収益や、当社及び当社グループ会社への利益貢献等を総合

的に勘案し、検証しております。

２．ＳＡＮＥＩ株式会社は、2024年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま

す。

 

ｂ.　保有目的が純投資目的である投資株式

　　　　該当事項はありません。

 

　　ｃ.　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　　　　該当事項はありません。

 

　　ｄ.　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

　　　　該当事項はありません。

 

③　日本伸銅株式会社における株式の保有状況

　　当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最大保有会社の次に大きい会社

である日本伸銅株式会社については以下のとおりであります。

 

ａ.　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

(ａ)保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

　　株式保有リスクの抑制や資本の効率性への対応等から、取引先企業の状況を十分把握した上で、政策投資を目的

として保有する投資株式の適否を判断することを基本方針としています。

　　政策投資として保有する投資株式については、成長性、収益性、取引関係強化等の観点から、保有意義・経済合

理性を検証し、保有の妥当性が認められない場合には、取引先企業の十分な理解を得た上で、売却を進めます。

　　当社では、政策保有株式として保有する全ての株式について、経済合理性の観点（保有に伴う便益やリスクが資

本コストに見合っているか）や、取引関係強化等の観点から、保有意義を具体的に精査し、保有の適否について確

認を行なっております。なお、2025年５月20日開催の取締役会において、政策保有株式の保有の適否について検証

した結果、すべての保有株式について保有の妥当性があることを確認しております。
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(ｂ)銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 2 113

非上場株式以外の株式 3 395

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 2 3

増加した株式の銘柄は株式会社ハマイ、川崎重

工業株式会社であります。増加の理由について

は、「(ｃ)特定投資株式及びみなし保有株式の

銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額に関する

情報」に記載のとおりです。

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
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(ｃ)特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

　　　特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

株式会社ハマイ

169,931 168,350

伸銅品関連事業の製品販売先であり、取

引関係維持・強化の一環として保有して

おり、一定の便益を享受しております。

販売量の維持や有益な情報の入手等、事

業関係のより一層の強化を図るため、同

社の持株会に加入しておりますが、株式

数は、同社の持株会を通して、株式を取

得したために増加しています。

無

183 187

川崎重工業株式会社

18,407 18,066

伸銅品関連事業の製品販売先であり、取

引関係維持・強化の一環として保有して

おり、一定の便益を享受しております。

販売量の維持や有益な情報の入手等、事

業関係のより一層の強化を図るため、同

社の持株会に加入しておりますが、株式

数は、同社の持株会を通して、株式を取

得したために増加しています。

無

164 92

浅香工業株式会社
30,000 30,000 地域経済との関連性が深く、地元企業と

の関係維持・強化の一環として保有して

おり、一定の便益を享受しております。

有
47 48

（注）特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難ですが、2025年５月20日開催の日本伸銅株式会社取締

役会において、保有の合理性には投資額に対する配当等の収益や、同社への利益貢献等を総合的に勘案し、検

証しております。

 

ｂ.　保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 1 4 1 4

非上場株式以外の株式 1 20 1 25

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式 0 － －

非上場株式以外の株式 1 － 15

（注）　非上場株式については、市場価格がないことから、「評価損益の合計額」は記載しておりません。
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　　ｃ.　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　　　　該当事項はありません。

 

　　ｄ.　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

　　　　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）の財務諸表について、仰星監査法人

により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、適用できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準等の習得に努

めております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 981 3,696

受取手形 ※３、※４ 2,364 ※３ 1,367

売掛金 13,944 15,764

電子記録債権 ※３、※４ 13,245 ※３ 11,189

商品及び製品 7,764 8,713

仕掛品 8,583 10,514

原材料及び貯蔵品 7,764 9,753

その他 1,062 2,031

貸倒引当金 △73 △69

流動資産合計 55,636 62,961

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※１ 15,025 ※１ 17,329

減価償却累計額 △7,106 △7,630

建物及び構築物（純額） 7,919 9,698

機械装置及び運搬具 ※１ 26,594 ※１ 28,371

減価償却累計額 △24,092 △25,078

機械装置及び運搬具（純額） 2,502 3,292

土地 ※２ 7,290 ※２ 7,344

建設仮勘定 332 228

その他 ※１ 2,948 ※１ 2,992

減価償却累計額 △2,450 △2,517

その他（純額） 497 474

有形固定資産合計 18,542 21,038

無形固定資産   

ソフトウエア 260 148

その他 17 29

無形固定資産合計 277 178

投資その他の資産   

投資有価証券 ※５ 1,836 ※５ 1,759

退職給付に係る資産 6 3

繰延税金資産 794 934

その他 47 99

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 2,683 2,796

固定資産合計 21,503 24,013

資産合計 77,140 86,975
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４ 8,327 9,250

短期借入金 7,500 8,400

未払金 111 351

未払費用 863 934

未払法人税等 533 1,886

賞与引当金 1,236 1,309

債務保証損失引当金 － 47

設備関係支払手形 279 2,073

その他 1,489 767

流動負債合計 20,340 25,021

固定負債   

繰延税金負債 355 370

再評価に係る繰延税金負債 ※２ 280 ※２ 289

退職給付に係る負債 1,631 1,660

長期借入金 441 102

その他 481 492

固定負債合計 3,191 2,915

負債合計 23,532 27,936

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,756 2,756

資本剰余金 4,728 4,729

利益剰余金 40,017 44,517

自己株式 △1,122 △663

株主資本合計 46,380 51,339

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 315 232

土地再評価差額金 ※２ 565 ※２ 556

為替換算調整勘定 32 70

退職給付に係る調整累計額 143 64

その他の包括利益累計額合計 1,056 925

非支配株主持分 6,171 6,773

純資産合計 53,608 59,038

負債純資産合計 77,140 86,975
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 ※１ 111,433 ※１ 125,108

売上原価 ※４、※５ 98,410 ※４、※５ 109,686

売上総利益 13,022 15,421

販売費及び一般管理費   

荷造及び発送費 1,150 1,183

給料及び手当 1,237 1,231

役員報酬 510 516

退職給付費用 30 △1

貸倒引当金繰入額 2 △0

その他 2,161 2,229

販売費及び一般管理費合計 ※４ 5,093 ※４ 5,158

営業利益 7,929 10,263

営業外収益   

受取利息 4 5

受取配当金 40 54

デリバティブ利益 12 2

デリバティブ評価益 1 207

為替差益 1 9

業務受託料 49 49

出向者負担金受入額 57 73

その他 253 290

営業外収益合計 420 693

営業外費用   

支払利息 11 43

デリバティブ損失 1,666 2,176

デリバティブ評価損 524 283

債務保証損失引当金繰入額 － 47

その他 51 22

営業外費用合計 2,254 2,572

経常利益 6,094 8,383

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 1 －

投資有価証券売却益 18 －

補助金収入 15 5

特別利益合計 35 5

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 10 ※３ 6

投資有価証券評価損 5 －

特別損失合計 15 6

税金等調整前当期純利益 6,114 8,382

法人税、住民税及び事業税 1,726 2,650

法人税等調整額 130 △70

法人税等合計 1,856 2,580

当期純利益 4,257 5,802

非支配株主に帰属する当期純利益 441 594

親会社株主に帰属する当期純利益 3,815 5,207
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当期純利益 4,257 5,802

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 359 △65

土地再評価差額金 － △8

為替換算調整勘定 25 37

退職給付に係る調整額 143 △78

その他の包括利益合計 ※１、※２ 528 ※１、※２ △114

包括利益 4,786 5,687

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 4,318 5,075

非支配株主に係る包括利益 467 612
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,756 4,710 36,863 △1,498 42,833

当期変動額      

剰余金の配当   △662  △662

親会社株主に帰属する当期
純利益   3,815  3,815

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分    375 375

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動  18   18

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 18 3,153 375 3,546

当期末残高 2,756 4,728 40,017 △1,122 46,380

 

        

 その他の包括利益累計額
非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

退職給付に
係る調整累
計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 △19 565 7 0 553 5,760 49,147

当期変動額        

剰余金の配当      △9 △671

親会社株主に帰属する当期
純利益       3,815

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       375

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動       18

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

334  25 143 502 420 923

当期変動額合計 334 － 25 143 502 410 4,460

当期末残高 315 565 32 143 1,056 6,171 53,608
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当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,756 4,728 40,017 △1,122 46,380

当期変動額      

剰余金の配当   △706  △706

親会社株主に帰属する当期
純利益   5,207  5,207

自己株式の処分    458 458

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動  0   0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 0 4,500 458 4,959

当期末残高 2,756 4,729 44,517 △663 51,339

 

        

 その他の包括利益累計額
非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

退職給付に
係る調整累
計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 315 565 32 143 1,056 6,171 53,608

当期変動額        

剰余金の配当      △9 △716

親会社株主に帰属する当期
純利益       5,207

自己株式の処分       458

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動       0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△82 △8 37 △78 △131 611 480

当期変動額合計 △82 △8 37 △78 △131 602 5,430

当期末残高 232 556 70 64 925 6,773 59,038
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 6,114 8,382

減価償却費 1,973 1,942

のれん償却額 74 －

有形固定資産除却損 10 6

有形固定資産売却損益（△は益） △1 －

投資有価証券売却損益（△は益） △13 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9 △4

賞与引当金の増減額（△は減少） 5 72

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － 47

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 3 2

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 65 △50

受取利息及び受取配当金 △45 △60

支払利息 11 43

売上債権の増減額（△は増加） △2,930 1,285

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,716 △4,846

その他の流動資産の増減額（△は増加） 120 △715

仕入債務の増減額（△は減少） △1,050 882

未払消費税等の増減額（△は減少） 346 △425

デリバティブ評価損益（△は益） 523 75

その他の流動負債の増減額（△は減少） 22 △1

その他 △77 98

小計 6,861 6,735

利息及び配当金の受取額 45 60

利息の支払額 △11 △43

法人税等の支払額 △3,196 △1,439

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,698 5,312

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,681 △2,296

有形固定資産の売却による収入 2 －

無形固定資産の取得による支出 △47 △24

投資有価証券の取得による支出 △9 △10

投資有価証券の売却による収入 37 －

短期貸付金の純増減額（△は増加） 18 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,680 △2,321
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △390 400

長期借入金の返済による支出 △335 △339

自己株式の処分による収入 347 376

自己株式の取得による支出 △0 －

子会社の自己株式の取得による支出 △22 △0

配当金の支払額 △660 △706

非支配株主への配当金の支払額 △9 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,071 △279

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △49 2,715

現金及び現金同等物の期首残高 1,030 981

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 981 ※１ 3,696
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況

・連結子会社の数 7社

・主要な連結子会社の名称 サンエツ金属株式会社

シーケー金属株式会社

株式会社リケンＣＫＪＶ

日本伸銅株式会社

株式会社サンエツ商事

三越金属（上海）有限公司

台湾三越股份有限公司
  

②主要な非連結子会社の名称等

　主要な会社名　　　　　　　　株式会社ＣＫトレーディング

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外して

おります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

・主要な会社等の名称　　　　　株式会社ＣＫトレーディング

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、海外子会社の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

市場価格のない株式等

　主として移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ

　　時価法

③　棚卸資産

　主要材料は先入先出法、その他の棚卸資産は主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は、建物については定額法、建物以外については定率法によっております。ただし、

2016年４月１日以降に取得した構築物については定額法によっております。また、海外連結子会社は定額法に

よっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物 12～40年

機械装置及び運搬具 ５～10年

ロ　無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。
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(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

　国内連結子会社は、従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を

計上しております。

ハ　債務保証損失引当金

　従業員持株会信託型ESOPの借入債務の弁済に備えるため、当該弁済見込額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括費用処理しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益は、主に伸銅事業、精密部品事業、配管・鍍金事業における

製品の販売によるものであり、これら製品の販売は、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。た

だし、当該国内の販売については、出荷時点で収益を認識しております。

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　在外連結子会社の資産及び負債は、同社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、のれんの効果の発現する期間を見積り、１年から３年の定額法により償却を行ってお

ります。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引出可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他

　関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

取締役に信託を通じて自社の株式を交付する取引

　当社は、株式報酬制度の導入に関する議案を2016年６月23日開催の平成27年度定時株主総会に上程し、同株主総

会では、2017年３月末に終了する事業年度から2021年３月末に終了する事業年度までの５事業年度を対象とする取

締役に対する報酬として承認可決され、2016年８月26日付で信託を設定して（以下、「本信託」）株式報酬制度を

開始しました。その後、株式報酬制度の変更及び継続に関する議案を2021年６月22日開催の2020年度定時株主総会

に上程し、同株主総会では、本信託の信託期間を2022年３月末日に終了する事業年度から2026年３月末日に終了す

る事業年度までの５事業年度の間に在任する取締役に対する報酬として承認可決され、本信託の信託期間を延長し

ております。

・取引の概要

　当社は、あらかじめ定めた株式交付規程に基づき、取締役会に対しポイントを付与し、退任時に受益者要件を満

たした者に対し、付与されたポイントに相当する当社株式を給付いたします。取締役に対し給付する株式について

は、取引市場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受ける方法により取得し、信託財産として分別管理しており

ます。

・会計処理の方法

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年

３月26日）に準じて、総額法を適用しております。規程に基づき取締役に付与したポイント数を基礎として、費用

を計上しております。
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（重要な会計上の見積り）

（繰延税金資産の回収可能性）

(1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

繰延税金資産 794 934

 

(2）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出方法

　繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断しており、企業分類に応

じた繰延税金資産の計上額の決定のために、スケジューリングの可否を判断し、また、将来の課税所得を見積ってお

ります。

②当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　将来の課税所得の見積りにおける主要な仮定は、事業計画の基礎となる予想販売数量及び販売単価であります。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　将来の経済状況の変化などの不確実性により、当該見積り及び仮定について見直しが必要となった結果、翌連結会

計年度以降の連結財務諸表において、繰延税金資産の計上額に重要な影響を与える可能性があります。

 

（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）　等

 

(1）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検

討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての

定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号

の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし

た。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

　2028年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。
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（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、独立掲記していた「流動資産」の「前払費用」、「無形固定資産」の「ソフトウエ

ア仮勘定」及び「流動負債」の「未払消費税等」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より

「その他」に含めて表示しております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「前払費用」に表示していた65百万

円、「無形固定資産」の「ソフトウエア仮勘定」に表示していた６百万円及び「流動負債」の「未払消費税等」

に表示していた614百万円は、それぞれ「その他」として組み替えております。

 

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「雇用調整助成金」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「雇用調整助成金」に記載していた12

百万円は、「その他」として組み替えております。

 

（追加情報）

　（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

従業員持株会信託型ESOP

(1）取引の概要

　当社は、福利厚生の一環として、当社ならびに当社グループ会社社員（以下「当社グループ社員」）の安定的な財

産形成を促進するにあたり、当社グループ社員の勤労意欲や会社経営への参画意識を高め、その結果として、当社の

企業価値の向上を図ることを目的として、2022年11月11日開催の取締役会において、「従業員持株会信託型ESOP」

（以下「本制度」）の導入を決議いたしました。

　本制度は「ＣＫサンエツ従業員持株会」（以下「持株会」）に加入する当社グループ社員を対象に導入しておりま

す。

　当社は、持株会に加入する当社グループ社員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託（以下「持株会

信託」）を設定しております。

　持株会信託は、持株会が今後３年間にわたり取得すると見込まれる数の当社株式を、信託銀行からの借入により調

達した資金で一括して取得しております。なお、当社は、持株会信託の当該借入に対し損失補償契約を締結しており

ます。

　本制度導入以後３年間は、持株会による当社株式の取得は、持株会信託より行います。持株会による当社株式の取

得を通じ、持株会信託に売却益相当額が累積した場合には、受益者要件を充足する持株会会員は、受益者として、借

入返済後に残った売却益相当額の分配を受けます。一方、当社株価の下落により持株会信託が借入債務を完済できな

かった場合には、当社が借入先信託銀行に対して損失補償契約に基づき残存債務を弁済します。その際、持株会に加

入する当社グループ社員がその負担を負うことはありません。

(2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式とし

て計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度404百万円、95千株、当連結会計年度

28百万円、６千株であります。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度441百万円、当連結会計年度102百万円
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取締役に対する株式報酬制度

(1）取引の概要

　当社は、中長期的な視野に立った経営を加速し、当社グループの業績向上と共に中長期的な企業価値の増大への貢

献意識を高めることを狙いとして、2016年６月23日開催の平成27年度定時株主総会において、当社の取締役及び執行

役員に対し、信託を用いた新たな株式報酬制度（以下、「本制度」）を導入することを決議いたしました。

　その後、株式報酬制度の変更及び継続に関する議案を2021年６月22日開催の2020年度定時株主総会に上程し、同株

主総会では、本信託の信託期間を2022年３月末日に終了する事業年度から2026年３月末日に終了する事業年度までの

５事業年度の間に在任する取締役に対する報酬として承認可決され、本信託の信託期間を延長しております。

　本制度は、本信託が当社株式を取得し、当社取締役会で定める株式交付規程に従って各取締役に付与されるポイン

トの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付されるという株式報酬制度です。取締役が当

社株式の交付を受ける時期は、原則として退任時とします。

（注）当社子会社の株式報酬制度についても、本信託が当社株式の取得を行い、各社における当該制度の定めに従っ

て当社子会社にてポイントを算出、付与し、本信託を通じて当社株式の交付を行います。なお、当社子会社各社が自

社の株式報酬制度の対象者に交付するのに必要な資金相当額については、各社が拠出し、当社があわせて信託しま

す。

(2）当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

(3）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式とし

て計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度585百万円、360千株、当連結会計年度

502百万円、309千株であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

建物及び構築物 2,881百万円 2,881百万円

機械装置及び運搬具 6,174 6,174

その他 64 64

 

※２　再評価差額金

　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布制令第119号）第２条第３号に

定める地方税法第341条第10号の土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を

行って算出。

・再評価を行った年月日…2002年３月31日

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
507百万円 507百万円

 

※３　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

受取手形割引高 38百万円 10百万円

電子記録債権割引高 1,545 3,712

 

※４　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、前連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が前連結会計

年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

受取手形 296百万円 －百万円

割引手形 28 －

電子記録債権 1,867 －

支払手形 19 －

 

※５　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

投資有価証券（株式） 64百万円 64百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（セグメント情報等）」に記載しております。

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

機械装置及び運搬具 1百万円 －百万円

その他 0 －

計 1 －

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

建物及び構築物 9百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 0 5

その他 0 0

計 10 6

 

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

110百万円 123百万円

 

※５　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸評価損が売上原価に含まれておりま

す。

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

54百万円 104百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 386百万円 △86百万円

組替調整額 △0 －

計 386 △86

為替換算調整勘定：   

当期発生額 25 37

組替調整額 － －

計 25 37

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 205 93

組替調整額 △0 △205

計 205 △112

法人税等及び税効果調整前合計 617 △161

法人税等及び税効果額 △88 47

その他の包括利益合計 528 △114

 

※２ その他の包括利益に関する法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

法人税等及び税効果調整前 386百万円 △86百万円

法人税等及び税効果額 △26 21

法人税等及び税効果調整後 359 △65

土地再評価差額金：   

法人税等及び税効果調整前 － －

法人税等及び税効果額 － △8

法人税等及び税効果調整後 － △8

為替換算調整勘定：   

法人税等及び税効果調整前 25 37

法人税等及び税効果額 － －

法人税等及び税効果調整後 25 37

退職給付に係る調整額：   

法人税等及び税効果調整前 205 △112

法人税等及び税効果額 △62 34

法人税等及び税効果調整後 143 △78

その他の包括利益合計   

法人税等及び税効果調整前 617 △161

法人税等及び税効果額 △88 47

法人税等及び税効果調整後 528 △114
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 8,867,000 － － 8,867,000

合計 8,867,000 － － 8,867,000

自己株式     

普通株式

（注）１，２，３，４
588,259 37 96,942 491,354

合計 588,259 37 96,942 491,354

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち37株は、単元未満株式買取による増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち83,600株は、従業員持株会信託型ESOPに基づく、株式会社

日本カストディ銀行（信託口）による自己株式の処分によるものであります。

　　　３．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち13,342株は、取締役に対する株式報酬制度に基づく、株式

会社日本カストディ銀行（信託口）による自己株式の処分によるものであります。

　　　４．当連結会計年度末における自己株式の数については、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有

する当社普通株式455,758株を含めて記載しております。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2023年５月19日

取締役会
普通株式 353 40.0 2023年３月31日 2023年６月21日

2023年11月14日

取締役会
普通株式 309 35.0 2023年９月30日 2023年12月５日

（注）１．2023年５月19日取締役会の決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が

所有する当社株式に対する配当金22百万円が含まれております。

　　　２．2023年11月14日取締役会の決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が

所有する当社株式に対する配当金17百万円が含まれております。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2024年５月21日

取締役会
普通株式 309 利益剰余金 35.0 2024年３月31日 2024年６月28日

（注）　2024年５月21日取締役会の決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所

有する当社株式に対する配当金15百万円が含まれております。
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当連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 8,867,000 － － 8,867,000

合計 8,867,000 － － 8,867,000

自己株式     

普通株式

（注）１，２，３
491,354 － 139,763 351,591

合計 491,354 － 139,763 351,591

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち89,000株は、従業員持株会信託型ESOPに基づく、株式会社

日本カストディ銀行（信託口）による自己株式の処分によるものであります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち50,763株は、取締役に対する株式報酬制度に基づく、株式

会社日本カストディ銀行（信託口）による自己株式の処分によるものであります。

　　　３．当連結会計年度末における自己株式の数については、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有

する当社普通株式315,995株を含めて記載しております。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2024年５月21日

取締役会
普通株式 309 35.0 2024年３月31日 2024年６月28日

2024年11月13日

取締役会
普通株式 397 45.0 2024年９月30日 2024年12月３日

（注）１．2024年５月21日取締役会の決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が

所有する当社株式に対する配当金15百万円が含まれております。

　　　２．2024年11月13日取締役会の決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が

所有する当社株式に対する配当金16百万円が含まれております。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2025年５月20日

取締役会
普通株式 397 利益剰余金 45.0 2025年３月31日 2025年６月27日

（注）　2025年５月20日取締役会の決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所

有する当社株式に対する配当金14百万円が含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

現金及び預金勘定 981百万円 3,696百万円

現金及び現金同等物 981 3,696

 

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

達しております。

　デリバティブ取引については、主として非鉄金属価格及び為替の変動がもたらすリスクを回避するために利

用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形、買掛金、未払金及び設備関係支払手形は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日

であります。

　借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであります。

　デリバティブ取引は、原料相場下落による棚卸資産の商品価格変動リスクの回避、軽減を目的とした商品先

渡取引や商品スワップ取引と外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし

た先物為替予約取引であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、主として与信管理規程に従い、営業債権について、担当部署が主要な取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほと

んどないと認識しております。

②　市場リスクの管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引につきましては、目的及び取引権限を定めたデリバティブ取引管理規程及び取引管理要領

に従い、担当部署は取引及び記帳並びに契約先との残高照合等を定期的に行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流

動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

 

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 投資有価証券 1,584 1,584 －

資産計 1,584 1,584 －

(1) 長期借入金 441 441 －

負債計 441 441 －

　デリバティブ取引（*3） （523） （523） －

(*1) 「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「未払金」「設備関

係支払手形」「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計

上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 252

(*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（　）で示しております。

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 投資有価証券 1,507 1,507 －

資産計 1,507 1,507 －

(1) 長期借入金 102 102 －

負債計 102 102 －

　デリバティブ取引（*3） （75） （75） －

(*1) 「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「未払金」「設備関

係支払手形」「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計

上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 252

(*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（　）で示しております。
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　　（注１）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 950 － － －

受取手形 2,364 － － －

売掛金 13,944 － － －

電子記録債権 13,245 － － －

合計 30,505 － － －

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 3,663 － － －

受取手形 1,367 － － －

売掛金 15,764 － － －

電子記録債権 11,189 － － －

合計 31,985 － － －

 

　　（注２）長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日以後の返済予定額

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,500 － － － － －

長期借入金 － 441 － － － －

合計 7,500 441 － － － －

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 8,400 － － － － －

長期借入金 － 102 － － － －

合計 8,400 102 － － － －

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

 

　レベル１の時価：活発な市場における無調整の同一資産・負債の市場価格のインプット

　レベル２の時価：レベル１で使用された市場価格以外の、直接又は間接的に観察可能な価格で構成されたイ

ンプット

　レベル３の時価：観察可能な市場データに基づかないインプット

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　株式 1,584 － － 1,584

資産計 1,584 － － 1,584

長期借入金 － 441 － 441

負債計 － 441 － 441

デリバティブ取引 － （523） － （523）

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金は、変動金利を採用しているため、短期間で市場金利を反映し、かつ当社の信用状態は実行後大

きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価として

おり、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　商品先物取引及び商品スワップ取引の時価は、取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定してお

り、レベル２の時価に分類しております。

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　株式 1,507 － － 1,507

資産計 1,507 － － 1,507

長期借入金 － 102 － 102

負債計 － 102 － 102

デリバティブ取引 － （75） － （75）

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金は、変動金利を採用しているため、短期間で市場金利を反映し、かつ当社の信用状態は実行後大

きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価として

おり、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　商品先物取引及び商品スワップ取引の時価は、取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定してお

り、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2024年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 1,325 803 522

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,325 803 522

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 259 341 △82

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 259 341 △82

合計 1,584 1,144 439

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 1,258 810 448

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,258 810 448

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 248 343 △94

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 248 343 △94

合計 1,507 1,154 353
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

株式 37 18 －

 

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 

３．減損処理を行った有価証券

　　　前連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

　　　当連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　 ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

商品関連

前連結会計年度（2024年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

 商品先物取引

　 売建
    

銅 6,866 － △458 △458

亜鉛 1,040 － △16 △16

ニッケル 56 － 1 1

 商品スワップ取引

　 受取固定支払変動
    

銅 7,759 － △33 △33

亜鉛 1,420 － △17 △17

合計 17,143 － △523 △523

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

 商品先物取引

　 売建
    

銅 9,108 － △278 △278

亜鉛 1,341 － 9 9

ニッケル 41 － 0 0

 商品スワップ取引

　 受取固定支払変動
    

銅 8,538 － 120 120

亜鉛 1,724 － 71 71

合計 20,754 － △75 △75
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を採用し

ております。

　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給
額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く）
(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

退職給付債務の期首残高 2,357百万円 2,272百万円
勤務費用 181 166
利息費用 8 22
数理計算上の差異の発生額 △209 △96
退職給付の支払額 △65 △54

退職給付債務の期末残高 2,272 2,309
 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

年金資産の期首残高 664百万円 664百万円
期待運用収益 6 6
数理計算上の差異の発生額 △3 △3
事業主からの拠出額 30 30
退職給付の支払額 △33 △23
その他 △0 －

年金資産の期末残高 664 674
 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資
産の調整表

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 738百万円 666百万円

年金資産 △664 △674

 73 △8
非積立型制度の退職給付債務 1,537 1,643

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,610 1,635

   

退職給付に係る負債 1,610 1,635

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,610 1,635
 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

勤務費用 181百万円 166百万円
利息費用 8 22
期待運用収益 △6 △6
数理計算上の差異の費用処理額 △0 △205

確定給付制度に係る退職給付費用 182 △24

 
(5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

数理計算上の差異 205百万円 △112百万円
合　計 205 △112
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(6）退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）
未認識数理計算上の差異 205百万円 93百万円

合　計 205 93
 
 

(7）年金資産に関する事項
①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）
生保一般勘定 100％ 100％

合　計 100 100
 

②　長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）
割引率 1.0％ 1.3％
長期期待運用収益率 1.0 1.0

 
 

３．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 10百万円 14百万円

退職給付費用 7 9

退職給付の支払額 △0 △0

制度への拠出額 △2 △2

退職給付に係る負債の期末残高 14 20

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 185百万円 181百万円

年金資産 △192 △184

 △6 △3

非積立型制度の退職給付債務 21 24

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 14 20

   

退職給付に係る負債 21 24

退職給付に係る資産 △6 △3

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 14 20

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度7百万円 当連結会計年度9百万円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）

 当連結会計年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産 （百万円） （百万円）

減価償却超過額 36  50

賞与引当金 381  403

退職給付に係る負債 487  521

未払事業税 41  98

棚卸資産評価損 9  22

貸倒引当金 24  22

その他 276  273

繰延税金資産小計 1,257  1,392

評価性引当額 △110  △119

繰延税金資産合計 1,146  1,272

繰延税金負債    

　その他有価証券評価差額金 △184  △162

特別償却準備金 △22  △11

圧縮積立金 △444  △458

その他 △57  △75

繰延税金負債合計 △708  △707

繰延税金資産・負債の純額（△負債） 438  564

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　前連結会計年度（2024年３月31日）

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。

 

　　当連結会計年度（2025年３月31日）

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴

い、2026年４月１日以降開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりまし

た。

　　　これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産

及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.45％から31.35％に変更し計算しております。

　　　この変更により、当連結会計年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は23百万

円、退職給付に係る調整累計額が15百万円、法人税等調整額が10百万円それぞれ増加し、その他有価証券評価

差額金が２百万円減少しております。

　　　また、再評価に係る繰延税金負債は８百万円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。
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（収益認識関係）

１．収益の分解

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであり

ます。

 

２．収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項「４．会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　「伸銅」は、主に住宅関連、家電向け、自動車向け部品用素材である黄銅棒・黄銅線・黄銅管を生産して

おります。「精密部品」は、カメラマウント・シンクロリング等を生産しております。「配管・鍍金」は、

主に住宅向け鉄管継手を販売しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

Ⅰ　前連結会計年度（自2023年４月１日 至2024年３月31日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 伸銅 精密部品 配管・鍍金

売上高     

顧客との契約から生じる収
益

93,550 5,404 12,478 111,433

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 93,550 5,404 12,478 111,433

セグメント間の内部売上高
又は振替高

5,903 102 5 6,010

計 99,453 5,506 12,483 117,444

セグメント利益 5,021 452 2,137 7,612

セグメント資産 59,397 3,594 13,166 76,159

その他の項目     

減価償却費 1,271 157 544 1,973

のれんの償却額 74 － － 74

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

1,148 52 1,264 2,466
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Ⅱ　当連結会計年度（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 伸銅 精密部品 配管・鍍金

売上高     

顧客との契約から生じる収
益

106,407 5,638 13,061 125,108

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 106,407 5,638 13,061 125,108

セグメント間の内部売上高
又は振替高

6,517 97 5 6,620

計 112,925 5,736 13,067 131,728

セグメント利益 7,089 624 2,209 9,923

セグメント資産 65,539 3,239 14,499 83,278

その他の項目     

減価償却費 1,230 156 556 1,942

のれんの償却額 － － － －

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

3,491 153 705 4,350

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）
 

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 7,612 9,923

セグメント間取引消去 917 911

全社費用 △599 △571

連結財務諸表の営業利益 7,929 10,263

 
 

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 76,159 83,278

全社資産（注） 981 3,696

連結財務諸表の資産合計 77,140 86,975

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金及び管理部門に係る資産であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ＣＫサンエツ(E01321)

有価証券報告書

 79/104



                                                                        （単位：百万円）

その他の項目
報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 1,973 1,942 － － 1,973 1,942

のれんの償却額 74 － － － 74 －

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

2,466 4,350 － － 2,466 4,350

 

【関連情報】

前連結会計年度（自2023年４月１日 至2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東泉産業株式会社 15,815 伸銅・精密部品

 

 

当連結会計年度（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東泉産業株式会社 18,378 伸銅・精密部品

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2023年４月１日 至　2024年３月31日）

（単位：百万円）

 伸銅 精密部品 配管・鍍金 全社・消去 合計

当期償却額 74 － － － 74

当期末残高 － － － － －

 
 

当連結会計年度（自　2024年４月１日 至　2025年３月31日）
　　　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 

前連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

１株当たり純資産額 5,663円62銭 6,137円67銭

１株当たり当期純利益金額 458円22銭 616円11銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 53,608 59,038

純資産の合計額から控除する金額（百万円）

　　（うち非支配株主持分）

6,171

(6,171)

6,773

(6,773)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 47,436 52,264

期末株式数（株） 8,375,646 8,515,409

 

　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 3,815 5,207

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益（百万円）
3,815 5,207

期中平均株式数（株） 8,327,532 8,451,466

 

　　　３．　株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当社株式のうち、従業員持株会信託型ESOPと取締役に対

する株式報酬制度で使用する株式数については「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控

除する自己株式に含めております（前連結会計年度455千株、当連結会計年度315千株）。

　また、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります（前連結会計年度503千株、当連結会計年度379千株）。
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（重要な後発事象）

（取得による企業結合）

　当社は、2025年１月21日開催の取締役会において、三谷伸銅株式会社（以下、「三谷伸銅」といいます。）の株

式を三井金属鉱業株式会社より取得し（以下、「本株式取得」といいます。）、子会社化することについて決議

し、同日付での株式譲渡契約締結を経て、2025年４月１日付で三谷伸銅の株式を取得いたしました。

　なお、三谷伸銅の資本金が当社の資本金の100分の10以上に相当することから、三谷伸銅は当社の特定子会社に該

当します。

 

１．企業結合の概要

　（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　　被取得企業の名称　　三谷伸銅株式会社

　　　　事業の内容　　　　　伸銅品の製造及び販売

　（２）企業結合を行う主な理由

　当社グループの主力事業領域の一つである伸銅事業は、国内市場が成熟し、今後とも需要が漸減するもの

と推測されます。このような経営環境の下、当社グループは、新製品の開発による市場開拓や、M&Aによる事

業拡張に注力することで、中長期的な成長を模索してまいりました。

　三谷伸銅は、国内有数の歴史を持つ老舗伸銅品メーカーで、安定した多品種少量生産体制により、特定市

場においてオンリーワンを確立し、官需先とも良好な関係を築いております。

　また、当社連結子会社である日本伸銅株式会社は、三谷伸銅とOEM生産等の取引があり、加えて、三谷伸銅

の株式を政策保有するなど、良好な関係を構築してきました。

　本株式取得により、双方が培ってきた生産技術・ノウハウを相互活用することで生産性を向上させ、小

ロットの生産品種は、製品の双方向のOEM生産等により生産拠点を集約することで量産効果を発揮するだけで

なく、設備投資の重複を避けることで減価償却費の負担を軽減することが可能となります。また、原料及び

副資材の共同購買を行うことによる原価低減が期待できます。さらには、複数の生産拠点を持つことによ

り、設備トラブルや欠員等による生産障害発生時におけるBCP機能が強化されることで、地域や社会に対する

責任を果たすと共に、お客様の求める質の高い製品・サービスを提供し続けることが可能となります。これ

らのことは、当社グループの企業価値向上に寄与するものと判断し、本株式取得を決定するに至りました。

　（３）企業結合日

　　　　2025年４月１日

　（４）企業結合の法定形式

　　　　現金を対価とする株式取得

　（５）結合後企業の名称

　　　　変更はありません。

　（６）取得した議決権比率

　　　　取得直前に所有していた議決権比率　　　　4.05％（うち間接所有分4.05％）

　　　　企業結合日に追加取得した議決権比率　　 71.53％

　　　　取得後の議決権比率　　　　　　　　　　 75.58％（うち間接所有分4.05％）

　（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

追加取得の対価　　現金　　2,587百万円

　　（注）段階取得における取得原価及び損益は、現時点では確定しておりません。

 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

　　現時点では確定しておりません。

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　現時点では確定しておりません。

 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　現時点では確定しておりません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,500 8,400 0.67 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 441 102 0.95 2026年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 7,941 8,502 － －

　（注）１．平均利率は当期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

長期借入金 102 － － －

 

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における半期情報等

（累計期間） 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高（百万円） 61,593 125,108

税金等調整前中間（当期）純利益（百万円） 4,713 8,382

親会社株主に帰属する中間（当期）純利益（百万円） 2,899 5,207

１株当たり中間（当期）純利益（円） 344.79 616.11
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 146 2,875

短期貸付金 ※２ 3,180 ※２ 660

その他 120 153

流動資産合計 3,446 3,688

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 1,417 ※１ 1,310

構築物 27 23

機械及び装置 0 0

工具、器具及び備品 0 0

土地 3,014 3,014

有形固定資産合計 4,460 4,347

投資その他の資産   

投資有価証券 1,243 1,100

関係会社株式 8,789 8,789

繰延税金資産 559 639

その他 ※２ 129 ※２ 180

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 10,721 10,709

固定資産合計 15,182 15,057

資産合計 18,628 18,746
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

未払金 6 6

短期借入金 － 400

未払費用 20 16

未払法人税等 72 84

未払消費税等 17 14

前受収益 53 21

仮受金 149 173

預り金 16 13

債務保証損失引当金 － 47

流動負債合計 335 777

固定負債   

長期借入金 441 102

長期未払金 428 439

再評価に係る繰延税金負債 280 289

退職給付引当金 1,816 1,728

固定負債合計 2,967 2,560

負債合計 3,303 3,338

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,756 2,756

資本剰余金   

資本準備金 2,671 2,671

その他資本剰余金 542 542

資本剰余金合計 3,213 3,213

利益剰余金   

利益準備金 52 52

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 41 38

別途積立金 3,000 3,000

繰越利益剰余金 6,516 6,255

利益剰余金合計 9,610 9,345

自己株式 △1,122 △663

株主資本合計 14,457 14,652

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 302 198

土地再評価差額金 565 556

評価・換算差額等合計 868 755

純資産合計 15,325 15,407

負債純資産合計 18,628 18,746
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 ※１ 1,174 ※１ 1,166

売上総利益 1,174 1,166

販売費及び一般管理費 ※１、※２ 715 ※１、※２ 684

営業利益 458 482

営業外収益   

受取利息 15 15

受取配当金 37 50

その他 45 42

営業外収益合計 ※１ 97 ※１ 108

営業外費用   

債務保証損失引当金繰入額 － 47

その他 0 0

営業外費用合計 0 47

経常利益 556 542

特別損失   

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0

税引前当期純利益 556 542

法人税、住民税及び事業税 102 137

法人税等調整額 58 △37

法人税等合計 160 100

当期純利益 396 442
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,756 2,671 542 3,213 52 43 3,000 6,780 9,876

当期変動額          

剰余金の配当        △662 △662

固定資産圧縮積立金の取崩      △2  2 －

当期純利益        396 396

自己株式の取得          

自己株式の処分          

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － △2 － △263 △266

当期末残高 2,756 2,671 542 3,213 52 41 3,000 6,516 9,610

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 △1,498 14,348 △2 565 563 14,911

当期変動額       

剰余金の配当  △662    △662

固定資産圧縮積立金の取崩  －    －

当期純利益  396    396

自己株式の取得 △0 △0    △0

自己株式の処分 375 375    375

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

  305 － 305 305

当期変動額合計 375 109 305 － 305 414

当期末残高 △1,122 14,457 302 565 868 15,325
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当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,756 2,671 542 3,213 52 41 3,000 6,516 9,610

当期変動額          

剰余金の配当        △706 △706

固定資産圧縮積立金の取崩      △2  2 －

当期純利益        442 442

自己株式の処分          

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － △2 － △261 △264

当期末残高 2,756 2,671 542 3,213 52 38 3,000 6,255 9,345

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 △1,122 14,457 302 565 868 15,325

当期変動額       

剰余金の配当  △706    △706

固定資産圧縮積立金の取崩  －    －

当期純利益  442    442

自己株式の処分 458 458    458

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

  △104 △8 △112 △112

当期変動額合計 458 194 △104 △8 △112 82

当期末残高 △663 14,652 198 556 755 15,407
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　①子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

　②その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　主として移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

 有形固定資産

　建物は定額法、建物以外については定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した構築物に

ついては定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等、特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額に基づき計上しております。

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括費用処理しております。

(3）債務保証損失引当金

　従業員持株会信託型ESOPの借入債務の弁済に備えるため、当該弁済見込額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益は、主に子会社からの経営指導料になります。経営指導料については、約束

したサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識して

おります。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異なってお

ります。

(2）関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

取締役に信託を通じて自社の株式を交付する取引

　当社は、株式報酬制度の導入に関する議案を2016年６月23日開催の平成27年度定時株主総会に上程し、同株主総

会では、2017年３月末に終了する事業年度から2021年３月末に終了する事業年度までの５事業年度を対象とする取

締役に対する報酬として承認可決され、2016年８月26日付で信託を設定して（以下、「本信託」）株式報酬制度を

開始しました。その後、株式報酬制度の変更及び継続に関する議案を2021年６月22日開催の2020年度定時株主総会

に上程し、同株主総会では、本信託の信託期間を2022年３月末日に終了する事業年度から2026年３月末日に終了す

る事業年度までの５事業年度の間に在任する取締役に対する報酬として承認可決され、本信託の信託期間を延長し

ております。

・取引の概要

　当社は、あらかじめ定めた株式交付規程に基づき、取締役会に対しポイントを付与し、退任時に受益者要件を満

たした者に対し、付与されたポイントに相当する当社株式を給付いたします。取締役に対し給付する株式について

は、取引市場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受ける方法により取得し、信託財産として分別管理しており

ます。

・会計処理の方法

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年

３月26日）に準じて、総額法を適用しております。規程に基づき取締役に付与したポイント数を基礎として、費用

を計上しております。
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（重要な会計上の見積り）

（繰延税金資産の回収可能性）

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

 （単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 559 639

 

(2）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

　連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）（繰延税金資産の回収可能性）に同一の内容を記載しているた

め、注記を省略しております。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

 

（貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

建物 72百万円 72百万円

 

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

短期金銭債権 3,180百万円 660百万円

長期金銭債権 129 158

 

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

営業取引による取引高   

売上高 1,174百万円 1,166百万円

販売費及び一般管理費 54 57

営業取引以外の取引高 39 35

 

 

※２　販売費及び一般管理費は、すべて一般管理費に属する費用であります。

 

　　　主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
　　至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

役員報酬 309百万円 269百万円

租税公課 72 74

減価償却費 115 112
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（有価証券関係）

　　子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（2024年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 1,394 2,329 934

合計 1,394 2,329 934

 

（注）上記に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額
 

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 7,394

 

当事業年度（2025年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 1,394 2,614 1,219

合計 1,394 2,614 1,219

 

（注）上記に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額
 

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 7,394

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2024年３月31日）

 当事業年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産 （百万円） （百万円）

会社分割に伴う関係会社株式 145  167

退職給付引当金 553  540

その他 107  135

繰延税金資産小計 806  842

評価性引当額 △94  △95

繰延税金資産合計 711  747

繰延税金負債    

その他 △151  △108

繰延税金負債合計 △151  △108

繰延税金資産・負債の純額（△負債） 559  639
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

（2024年３月31日）
 

当事業年度
（2025年３月31日）

 
法定実効税率（％）

 
30.45

  
30.45

（調整）    
住民税均等割 0.33  0.34
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.68  0.98
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.93  △1.10
評価性引当額の増減 2.66  △0.35
税率変更による影響 －  △6.17
その他 △4.39  △5.65

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.81  18.50

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴

い、2026年４月１日以降開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債については、法定実効税率を30.45％から31.35％に変更し計算しております。

　この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は33百万円、法

人税等調整額が36百万円それぞれ増加し、その他有価証券評価差額金が２百万円減少しております。

　また、再評価に係る繰延税金負債は８百万円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。

 

 

（重要な後発事象）

　連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）（取得による企業統合）に同一の内容を記載しているため、注記を

省略しております。

 

 

 

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累計

額

有形固定資産

建物 1,417 － － 107 1,310 3,006

構築物 27 － － 4 23 81

機械及び装置 0 － － － 0 36

工具、器具

及び備品
0 － 0 0 0 13

土地
3,014

(846)

－

 

－

 

－

 

3,014

(846)
－

計 4,460 － 0 112 4,347 3,137

（注）土地の当期首残高及び当期末残高の（　）は、土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）によ

り行なった事業用土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金(固定) 0 － 0 0

債務保証損失引当金 － 47 － 47

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　―――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

https://www.cksanetu.co.jp/ir/denshi.html

株主に対する特典

毎年３月末日現在の株主名簿に記載または記録された当社株式１単元

（100株）以上を保有する株主を対象とし、米５キロと、水２リットルを

２本贈呈。

 

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（2024年３月期）（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）2024年６月27日北陸財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2024年６月27日北陸財務局長に提出

(3) 半期報告書及び確認書

（2025年３月期中）（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）2024年11月13日北陸財務局長に提出

(4) 臨時報告書

2024年６月28日北陸財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく

臨時報告書であります。

2025年１月21日北陸財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第８号の２の規

定に基づく臨時報告書であります。

(5) 自己株券買付状況報告書

報告期間（自　2025年５月１日 至　2025年５月31日）2025年６月６日北陸財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  2025年６月25日

株式会社ＣＫサンエツ   

 

 取締役会　御中  

 

 仰 星 監 査 法 人 

 東 京 事 務 所 

 

 
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 許　仁九

 

 
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 吉岡　礼

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＣＫサンエツの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ＣＫサンエツ及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

【注記事項】（重要な会計上の見積り）に注記されてい

るとおり、当連結会計年度の連結貸借対照表において繰延

税金資産（934百万円）を計上している。そのうち株式会社

ＣＫサンエツ及び連結子会社であるサンエツ金属株式会社

における計上額が特に重要である。

会社は繰延税金資産の回収可能性は将来の税金負担額を

軽減する効果を有するかどうかで判断しており、企業分類

に応じた繰延税金資産の計上額の決定のために、スケ

ジューリングの可否を判断し、また、将来の課税所得を見

積っている。将来の課税所得の見積りにおける主要な仮定

は、事業計画の基礎となる予想販売数量及び販売単価であ

る。

会社の主要な仮定は不確実性を伴い、経営者の判断に影

響を受けるものであり、当監査法人は繰延税金資産の回収

可能性を監査上の主要な検討事項に該当するものと判断し

た。

 

当監査法人は繰延税金資産の回収可能性を検討するに当

たり、主に以下の監査手続を実施した。

・会社が判定した会社分類について、「繰延税金資産の回

収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26

号）に示された要件に照らし検証した。

・会社が行った一時差異等のスケジューリングの合理性を

検証した。

・将来の課税所得の見積りの基礎となる事業計画と取締役

会によって承認された直近の予算との整合性を検証した。

・過年度の事業計画と実績を比較することにより、過年度

の事業計画の達成状況を検証した。

・サンエツ金属株式会社については事業計画の基礎となる

予想販売数量及び販売単価の合理性を確かめるため、過去

実績からの趨勢分析及び営業本部作成の予算との突合を実

施した。また、予算で使用された販売単価については直近

の実績単価と比較した。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。
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・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に

関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＣＫサンエツの2025

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社ＣＫサンエツが2025年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内

部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。

監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以   上

 
 
　（注）　１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  2025年６月25日

株式会社ＣＫサンエツ   

 

 取締役会　御中  

 

 仰 星 監 査 法 人 

 東 京 事 務 所 

 

 
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 許　仁九

 

 
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 吉岡　礼

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＣＫサンエツの2024年４月１日から2025年３月31日までの2025年３月期の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＣＫサンエツの2025年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

繰延税金資産の回収可能性

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（繰延税金資産の回収可能性）と同一内容であ

るため、記載を省略している。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以   上

 
 
　（注）　１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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